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道内景気は、緩やかに持ち直しているものの、一部に弱い動きがみられる。

需要面をみると、個人消費は、大型小売店販売額が前年を上回るなど、緩やかに持ち直し

ているが、乗用車販売の前年割れが続くなど、一部に弱い動きもみられる。住宅投資は、前

年を上回っている。設備投資は、基調としては持ち直している。公共投資は、前年を下回っ

ている。観光は、外国人観光客の増加が続いている。輸出は、アジアや北米向けなどが減少

した。

生産活動は弱含みで推移している。雇用情勢は有効求人倍率の改善が続いている。企業倒

産は、負債金額が増加したが、件数は横ばいと低水準が続いている。
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軽乗用車 小型車 前年比（右目盛） 普通車 
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（資料：�日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会）

①百貨店等販売額～６か月連続で増加

９月の百貨店・スーパー販売額（全店ベー

ス、前年比＋１．７％）は、６か月連続で前年

を上回った。

百貨店（前年比▲０．８％）は、衣料品が前

年を下回った。スーパー（同＋２．３％）は、

衣料品が前年を下回ったが、飲食料品、身の

回り品、その他の品目が前年を上回った。

コンビニエンスストア（前年比＋３．４％）

は、２４か月連続で前年を上回った。

②乗用車新車登録台数～１８か月連続で減少

９月の乗用車新車登録台数は、１５，４５５台

（前年比▲８．２％）と１８か月連続で前年を下

回った。車種別では、小型車（同＋５．２％）

は増加したが、普通車（同▲６．９％）、軽乗用

車（同▲１８．９％）が減少した。

４～９月累計では、８５，６０１台（前年比

▲５．３％）と前年を下回って推移している。

普通車（同＋４．４％）、小型車（同＋３．２％）

は前年を上回っているが、軽乗用車（同

▲２０．９％）が前年を下回っている。

道内経済の動き

― １ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１５年１２月号
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その他 プロサッカー 総来場者（前年比、右目盛） プロ野球 
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持家 貸家 給与 前年比（右目盛） 分譲 
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③札幌ドーム来場者～２か月連続で減少

９月の札幌ドームへの来場者数は３７５千人

（前年比▲１７．８％）と２か月連続で前年を下

回った。内訳はプロ野球が３０１千人（同

＋６．１％）、プロサッカーが２２千人（同

▲６３．４％）、その他が５２千人（同▲５３．５％）

だった。

試合数はプロ野球が１１試合（前年差＋２試

合）、プロサッカーは２試合（同▲１試合）。

１試合あたり来場者数は、プロ野球が２７，３２２

人（前年比▲１３．２％）、プロサッカーが

１１，２０５人（同▲４５．１％）だった。

④住宅投資～６か月連続で増加

９月の新設住宅着工戸数は、３，３８９戸（前

年比＋１０．９％）と６か月連続で前年を上回っ

た。利用関係別では、持家（同＋１１．８％）、

貸家（同＋６．７％）、分譲（同＋２３．６％）いず

れも増加した。

４～９月累計では、１９，６８８戸（前年比

＋１０．９％）と前年を上回っている。利用関係

別では、持家（同＋３．２％）、貸家（同

＋１４．３％）、分譲（同＋１７．５％）いずれも増

加している。

⑤建築物着工床面積～３か月連続で増加

９月の民間非居住用建築物着工床面積は、

２１７，１７２㎡（前年比＋３５．５％）と３か月連続

で前年を上回った。業種別では、製造業（同

▲７５．４％）は前年を下回ったが、非製造業

（同＋７３．２％）は前年を上回った。

４～９月累計では、１，１２５，４６１㎡（前年比

＋０．２％）と前年を上回っている。業種別で

は、製造業（同▲４３．５％）は前年を下回って

いるが、非製造業（同＋５．９％）は前年を上

回っている。

道内経済の動き

― ２ ―北洋銀行 調査レポート ２０１５年１２月号
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航空機 ＪＲ フェリー 前年比（右目盛） 
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⑥公共投資～８か月連続で減少

１０月の公共工事請負金額は、４６５億円（前

年比▲１１．６％）と８か月連続で前年を下回っ

た。

発注者別では、市町村（前年比＋１１．１％）、

は前年を上回ったが、国（同▲３３．１％）、北

海道（同▲２１．０％）が前年を下回った。

４～１０月累計では、請負金額６，２４６億円

（前年比▲１５．７％）と前年を下回って推移し

ている。

⑦来道客数～１１か月連続で増加

９月の国内輸送機関利用による来道客数

は、１，２７１千人（前年比＋４．５％）と１１か月連

続で前年を上回った。輸送機関別では、航空

機（同＋３．５％）、JR（同＋０．８％）、フェ

リー（同＋２１．３％）いずれも前年を上回っ

た。

４～９月累計では、６，８３０千人と前年を

３．１％上回っている。

⑧外国人入国者数～３２か月連続で増加

９月の道内空港・港湾への外国人入国者数

は、８０，６９０人（前年比＋３５．４％）と３２か月連

続で増加した。４～９月累計では、５５９，２３１

人（同＋３７．４％）と前年を上回って推移して

いる。

９月の新千歳空港国際線の輸送旅客数は前

年に比べ３９．３％増加した。路線別では、台北

線、香港線、ソウル線などが増加した。

道内経済の動き

― ３ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１５年１２月号
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⑨貿易動向～輸出は５か月ぶりに減少

９月の道内貿易額は、輸出が前年比７．４％

減の３９９億円、輸入が同１９．９％減の９１４億円

だった。

輸出は、鉄鋼などが増加したが、船舶や自

動車の部分品、有機化合物などが減少し、５

か月ぶりに前年を下回った。輸入は、原油及

び粗油などが減少し、２か月連続で前年を下

回った。

⑩鉱工業生産～２か月ぶりに低下

９月の鉱工業生産指数は９３．４（前月比

▲２．７％）と２か月ぶりに低下した。前年比

（原指数）では▲４．１％と３か月連続で低下し

た。

業種別では、前月に比べ、一般機械工業な

ど７業種が上昇したが、金属製品工業、窯

業・土石製品工業、電気機械工業など９業種

が低下した。

⑪雇用情勢～改善が続く

９月の有効求人倍率（パートを含む常用）

は１．０１倍（前年比＋０．１３ポイント）と６８か月

連続で前年を上回った。

新規求人数は、前年比０．３％の減少とな

り、６８か月ぶりに前年を下回った。業種別で

は、サービス業（前年比＋１４．９％）、医療・

福祉（同＋３．３％）などが増加したが、製造

業（同▲１１．６％）、建設業（同▲７．２％）など

が減少した。

道内経済の動き
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現金給与総額（前年比・右目盛） 現金給与総額 きまって支給する給与 
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⑫名目賃金指数～前年比横ばい

８月の名目賃金指数（規模５人以上）は、

現金給与総額が８９．６（前年比±０．０％）とな

り、前年と同水準だった。現金給与総額のう

ち、きまって支給する給与は９８．７（同

▲２．７％）となり、７か月連続で前年を下

回った。

⑬倒産動向～件数は前年比横ばい

１０月の企業倒産は、件数が２２件（前年比±

０．０％）、負債総額が２６億円（同＋３２．１％）と

なった。件数は前年比横ばい、負債総額は３

か月ぶりに前年を上回った。

業種別では、サービス・他が７件、卸売

業、小売業がそれぞれ５件などとなった。

⑭消費者物価指数～６か月連続で低下

９月の消費者物価指数（生鮮食品を除く総

合指数）は１０４．３（前年比▲０．６％）と、６か

月連続で前年を下回った。

１０大費目別では、食料（前年比＋２．３％）

など７費目が前年を上回った。一方、光熱・

水道（同▲６．１％）、交通・通信（同▲４．０％）

など３費目が前年を下回った。

道内経済の動き

― ５ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１５年１２月号
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１．雇用の現状

雇用人員判断DI（「過剰企業」－「不

足企業」、マイナス４８）は前年同期に比

べ２ポイント上昇した。人員が「不足」

と回答した企業（５４％）は前年同期に比

べ１ポイント低下したものの、２年連続

で５割台半ばを占め、依然として人手不

足感が強い。

２．今後の雇用方針と来年度の新規採用計画

人員を「増員する」企業（４６％）から

「減員する」企業（３％）を差し引いた

雇用方針DIはプラス４３、来年度に「新

規採用を実施する」企業は４４％となっ

た。ともに比較可能な平成１２年以降で最

も高い水準にあり、今後も人員確保の動

きが続く見通しである。

３．賃金の動向

前年に比べ、定期給与（基本給・諸手

当等）を引き上げた企業（６２％）は４ポ

イント低下し、給与引き上げに幾分慎重

感が見られる。一方、特別給与（賞与・

期末手当等）を引き上げた企業（３６％）

は５ポイント上昇した。

調査の目的と対象
アンケート方式による道内企業の経営動向把握。

調査方法
調査票を配付し、郵送または電子メールにより回
収。

調査内容
雇用と賃金の現状について

回答期間
平成２７年８月中旬～９月中旬

本文中の略称
雇用人員判断DI
「過剰企業の割合」－「不足企業の割合」
雇用方針DI
「増員する企業の割合」－「減員する企業の割
合」

地域別回答企業社数

業種別回答状況

企業数 構成比 地 域
全 道 ４８４ １００．０％
札幌市 １９０ ３９．３ 道央は札幌市を除く石狩、後志、

胆振、日高の各地域、空知地域南部道 央 １０６ ２１．９
道 南 ４５ ９．３ 渡島・檜山の各地域
道 北 ６９ １４．３ 上川・留萌・宗谷の各地域、空知地域北部
道 東 ７４ １５．３ 釧路・十勝・根室・オホーツクの各地域

調査企業社数 回答企業社数 回答率
全 産 業 ７１１ ４８４ ６８．１％
製 造 業 ２０７ １３２ ６３．８
食 料 品 ６９ ４２ ６０．９
木 材 ・ 木 製 品 ３５ ２２ ６２．９
鉄鋼・金属製品・機械 ６４ ４１ ６４．１
そ の 他 の 製 造 業 ３９ ２７ ６９．２
非 製 造 業 ５０４ ３５２ ６９．８
建 設 業 １３６ １０１ ７４．３
卸 売 業 １１０ ７５ ６８．２
小 売 業 ９３ ５８ ６２．４
運 輸 業 ５０ ３７ ７４．０
ホ テ ル ・ 旅 館 業 ３４ ２０ ５８．８
その他の非製造業 ８１ ６１ ７５．３

特別調査

「人手不足」の企業が５割台半ば
雇用と賃金の現状について

調 査 要 項

― ６ ―北洋銀行 調査レポート ２０１５年１２月号
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（項 目） 要 点

�業種別の過不足感 雇用人員判断DI（△４８）は、ホテル・旅館業（△７５）、運輸業（△６２）
などで大幅マイナス。

�職種別の過不足感 技能職の雇用人員判断DI（△５６）は１ポイント低下。営業販売職（△
３５）も不足感が増す。

�情報機器の習熟者 ホテル・旅館業（△３７）を始め、全ての業種で雇用人員判断DIはマイ
ナス。

�地域別の過不足感 ５地域中、道北（４８％）を除く４地域で「不足」企業が５割以上を占め
る。

（単位：％）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・

旅館業
その他の
非製造業

� 過 剰 ６ ８ ７ － １５ ７ ５ ６ １０ ７ ３ － ２

（か な り 過 剰） （－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）

（や や 過 剰） （６）（８）（７）（－）（１５）（７）（５）（６）（１０）（７）（３）（－）（２）

� 適 正 で あ る ４０ ４２ ３１ ５４ ４１ ４９ ３９ ２７ ６８ ３３ ３２ ２５ ３４

� 不 足 ５４ ５０ ６２ ４６ ４４ ４４ ５６ ６７ ２２ ６０ ６５ ７５ ６４

（や や 不 足） （４８）（４７）（５２）（４６）（４４）（４４）（４９）（６１）（２２）（５７）（４６）（６０）（５４）

（か な り 不 足） （６）（３）（１０）（－）（－）（－）（７）（６）（－）（３）（１９）（１５）（１０）

雇用人員判断DI�－� △４８ △４２ △５５ △４６ △２９ △３７ △５１ △６１ △１２ △５３ △６２ △７５ △６２

前年同時期 雇用人員判断DI △５０ △４７ △６３ △１８ △５６ △３０ △５０ △７６ △２１ △３８ △５３ △６７ △５０

１．雇用の現状

〈表１〉業種別の過不足感

雇用人員判断DIの推移

特別調査

― ７ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１５年１２月号
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（単位：％）

（項 目） 札幌市 道 央 道 南 道 北 道 東
� 過 剰 ５ ６ ９ ６ ８

（かなり過剰） （－） （－） （－） （－） （－）
（や や 過 剰） （５） （６） （９） （６） （８）
� 適正である ３９ ３５ ３４ ４６ ４２

� 不 足 ５６ ５９ ５７ ４８ ５０

（や や 不 足） （５０） （５５） （５０） （４５） （４０）
（かなり不足） （６） （４） （７） （３） （１０）
雇用人員判断DI�－� △５１ △５３ △４８ △４２ △４２

前年同時期 雇用人員判断DI △４８ △５５ △３７ △４９ △５７

（単位：％）

（項 目） 一般事務 営業販売職 技 能 職 そ の 他
� 過 剰 ６ ５ ３ ２

（かなり過剰） （０） （－） （０） （－）
（や や 過 剰） （６） （５） （３） （２）
� 適正である ８１ ５５ ３８ ７６

� 不 足 １３ ４０ ５９ ２２

（や や 不 足） （１３） （３６） （４９） （１９）
（かなり不足） （－） （４） （１０） （３）
雇用人員判断DI�－� △７ △３５ △５６ △２０

前年同時期 雇用人員判断DI △７ △３１ △５５ △２３

（単位：％）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・

旅館業
その他の
非製造業

� 過 剰 １ １ － － － ４ １ ２ １ － ２ － －

（か な り 過 剰） （－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）
（や や 過 剰） （１）（１）（－）（－）（－）（４）（１）（２）（１）（－）（２）（－）（－）
� 適 正 で あ る ７４ ７４ ７３ ７６ ８０ ６６ ７４ ７６ ７０ ７２ ７９ ６３ ７７

� 不 足 ２５ ２５ ２７ ２４ ２０ ３０ ２５ ２２ ２９ ２８ １９ ３７ ２３

（や や 不 足） （２４）（２１）（２０）（１９）（１７）（３０）（２４）（２２）（２９）（２８）（１９）（３７）（２０）
（か な り 不 足） （１）（４）（７）（５）（３）（－）（１）（－）（－）（－）（－）（－）（３）
雇用人員判断DI�－� △２４ △２４ △２７ △２４ △２０ △２６ △２４ △２０ △２８ △２８ △１７ △３７ △２３

前年同時期 雇用人員判断DI △２５ △２８ △３１ △３２ △２５ △２０ △２４ △２１ △３１ △２４ △１１ △３８ △２６

〈表２〉職種別の過不足感

〈表３〉情報機器の習熟者

〈表４〉地域別の過不足感

特別調査

― ８ ―北洋銀行 調査レポート ２０１５年１２月号
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（単位：％）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・

旅館業
その他の
非製造業

�将来の人手不足への備え ７０
（６７）

６３
（６２）

４４
（５９）

８６
（６３）

７５
（６３）

６２
（６７）

７２
（６９）

７８
（７１）

５２
（５４）

６９
（７７）

７５
（７２）

１００
（１００）

６３
（６０）

�既存事業の拡大・強化 ３６
（３８）

４１
（３６）

４４
（３５）

４３
（５０）

５０
（４２）

２３
（１１）

３４
（３９）

２６
（３４）

５６
（５７）

３９
（４１）

２５
（４４）

２３
（－）

３７
（３５）

�売上増加傾向 ２１
（２８）

３０
（３０）

４４
（２９）

５７
（３８）

２５
（３７）

－
（１１）

１９
（２７）

２０
（４０）

８
（２９）

１５
（１８）

２５
（６）

３１
（１３）

１９
（２０）

�新規事業参入 ５
（７）

４
（６）

－
（６）

１４
（１３）

６
（５）

－
（－）

５
（８）

７
（５）

４
（１４）

－
（１８）

５
（－）

－
（－）

７
（５）

�その他 １０
（９）

７
（９）

６
（１２）

－
（－）

６
（１１）

１５
（１１）

１１
（９）

１１
（７）

１６
（７）

１２
（－）

５
（１１）

８
（２５）

１１
（２０）

（ ）内は前年調査

（項 目） 要 点

�今後の雇用方針 雇用方針DI（＋４３）は、ホテル・旅館業（＋６５）など６業種で上昇。
人員増加の動きが続く。

�増員の理由と雇用形態 理由は「将来の人手不足への備え」（７０％）、形態は「正社員」（９２％）が
多数。

�来年度の新規採用計画 「採用する」企業（４４％）は１ポイント上昇。食料品（４３％）、運輸業
（３１％）などで増加。

（単位：％）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・

旅館業
その他の
非製造業

�人員を増加する ４６
（４４）

４１
（４１）

４３
（３５）

３２
（３５）

３９
（５３）

４８
（４５）

４７
（４５）

５５
（６１）

３３
（３７）

４４
（３７）

５４
（４７）

６５
（３８）

４４
（３９）

�現状維持とする ５１
（５４）

５７
（５８）

５５
（６３）

６３
（６１）

５９
（４７）

５２
（５５）

５１
（５３）

４０
（３８）

６６
（６１）

５３
（５８）

４６
（５１）

３５
（６２）

５５
（５９）

	人員を削減する ３
（２）

２
（１）

２
（２）

５
（４）

２
（－）

－
（－）

２
（２）

５
（１）

１
（２）

３
（５）

－
（２）

－
（－）

１
（２）

雇用方針DI�－� ４３ ３９ ４１ ２７ ３７ ４８ ４５ ５０ ３２ ４１ ５４ ６５ ４３

前年同時期 雇用方針DI ４２ ４０ ３３ ３１ ５３ ４５ ４３ ６０ ３５ ３２ ４５ ３８ ３７

（ ）内は前年調査

２．今後の雇用方針

〈表５〉今後の雇用方針

〈表６－１〉人員増員の理由（該当企業２２０社、複数回答）

特別調査

― ９ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１５年１２月号
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（単位：％）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・

旅館業
その他の
非製造業

�正社員 ９２
（８９）

８２
（８０）

５９
（５３）

８３
（８８）

１００
（１００）

９２
（７５）

９６
（９２）

１００
（９８）

１００
（１００）

９２
（８１）

１００
（８９）

７７
（７５）

９２
（８４）

�パート・アルバイト ３６
（３３）

５５
（４３）

８８
（７３）

５０
（１３）

３６
（２８）

３３
（５０）

３０
（３０）

８
（１２）

１７
（２２）

５６
（７１）

３２
（４４）

７７
（５０）

３６
（３２）

�派遣社員 ６
（７）

４
（１０）

－
（－）

－
（１３）

７
（１７）

８
（１３）

６
（７）

８
（５）

－
（１１）

４
（５）

５
（１１）

１５
（１３）

８
（－）

（ ）内は前年調査

（単位：％）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・

旅館業
その他の
非製造業

� 採 用 す る ４４ ４０ ４３ ２７ ３９ ４８ ４６ ５４ ３５ ４５ ３１ ５５ ５３

（前年より多く採用）（１７）（１７）（２６）（４）（１２）（１９）（１７）（２２）（１０）（１７）（１７）（２５）（１５）

（前年とほぼ同数）（２４）（１９）（１２）（１４）（２７）（２２）（２６）（２８）（２４）（２８）（１４）（２５）（３３）

（前年より少なく採用）（３）（４）（５）（９）（－）（７）（３）（４）（１）（－）（－）（５）（５）

� 採 用 し な い ３１ ２７ ２６ ４６ ２２ １９ ３２ １７ ４７ ４０ ４４ ２５ ２６

� 未 定 ２５ ３３ ３１ ２７ ３９ ３３ ２２ ２９ １８ １５ ２５ ２０ ２１

前年同時期「採用する」 ４３ ３９ ３２ ４３ ５０ ３０ ４５ ５６ ４２ ４７ ２１ ５２ ４０

〈表６－２〉増員分の雇用形態（複数回答）

〈表７〉来年度の新規採用計画

来年度の新規採用実施企業の割合

特別調査
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（項 目） 要 点

�定期給与の動向 「引き上げ」企業（６２％）が多数を占めるも、「見直さない」企業
（２３％）が４ポイント上昇。

�特別給与の動向 「引き上げ」企業（３６％）は運輸業（４０％）、ホテル・旅館業（４０％）
などで多い。

�賃金見直し時の重視項目 「企業業績」（８６％）、「雇用維持・確保」（４９％）の順。「世間相場」
（２５％）は３ポイント上昇。

（単位：％）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・

旅館業
その他の
非製造業

�引き上げ・引き上げ予定 ６２
（６６）

６７
（６６）

５５
（５３）

５９
（７４）

７６
（８０）

８２
（６５）

５９
（６５）

６２
（７０）

６１
（６８）

５３
（６５）

５３
（５１）

５０
（４３）

６５
（７２）

�引き下げ・引き下げ予定 ０
（１）

－
（１）

－
（２）

－
（－）

－
（－）

－
（－）

１
（１）

－
（２）

－
（１）

２
（２）

３
（－）

－
（－）

－
（－）

�見直しは行わない ２３
（１９）

１９
（１８）

２４
（２９）

２３
（４）

１７
（９）

１１
（２５）

２５
（１９）

２１
（１３）

２４
（１６）

３１
（２３）

３３
（２６）

３０
（３８）

２０
（２０）

�今のところ未定 １５
（１４）

１４
（１５）

２１
（１６）

１８
（２２）

７
（１１）

７
（１０）

１５
（１５）

１７
（１５）

１５
（１５）

１４
（１０）

１１
（２３）

２０
（１９）

１５
（８）

（ ）内は前年調査

（単位：％）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・

旅館業
その他の
非製造業

�引き上げ・引き上げ予定 ３６
（３１）

３５
（３３）

３７
（３９）

２７
（１７）

３４
（４０）

４１
（２５）

３６
（３０）

３２
（３３）

３５
（３５）

３３
（２７）

４０
（１８）

４０
（１４）

４１
（３７）

�引き下げ・引き下げ予定 ６
（６）

８
（３）

７
（２）

５
（４）

１２
（３）

４
（５）

６
（６）

４
（４）

１２
（７）

９
（１０）

３
（３）

－
（１０）

１
（８）

�見直しは行わない ２９
（２９）

２４
（２４）

２４
（２２）

３２
（３９）

１７
（１７）

２９
（２５）

３１
（３１）

２９
（２２）

３０
（３２）

３３
（４０）

２６
（３８）

３５
（４３）

３８
（２９）

�今のところ未定 ２９
（３４）

３３
（４０）

３２
（３７）

３６
（４０）

３７
（４０）

２６
（４５）

２７
（３３）

３５
（４１）

２３
（２６）

２５
（２３）

３１
（４１）

２５
（３３）

２０
（２６）

（ ）内は前年調査

（単位：％）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・

旅館業
その他の
非製造業

�企業の業績 ８６
（８６）

８４
（８９）

８３
（８５）

８１
（８７）

８５
（９７）

８５
（８４）

８７
（８５）

８９
（８４）

９１
（８７）

８２
（９０）

８８
（８７）

８８
（８５）

８３
（８０）

�雇用の維持・確保 ４９
（４９）

４７
（４９）

５２
（４２）

３３
（３９）

４５
（５９）

５２
（６３）

５０
（４９）

５２
（５５）

３５
（４１）

４７
（４２）

５５
（５８）

８８
（５０）

５２
（４８）

�世間相場 ２５
（２２）

１９
（２０）

２９
（２７）

５
（１３）

２０
（１５）

１５
（２１）

２７
（２３）

３０
（２１）

１８
（２５）

２７
（２５）

２１
（１６）

１８
（２０）

４２
（２４）

�物価の動向 １３
（１６）

１２
（１４）

１７
（１３）

１４
（２２）

１０
（６）

４
（２１）

１３
（１６）

１７
（１９）

１２
（１３）

１１
（１８）

１２
（１６）

６
（１５）

１３
（１４）

�その他 ２
（２）

２
（２）

－
（２）

－
（－）

３
（３）

４
（－）

３
（２）

１
（１）

４
（１）

２
（４）

３
（３）

－
（－）

５
（４）

（ ）内は前年調査

３．賃金の動向

〈表８〉定期給与（基本給・諸手当等）の動向

〈表９〉特別給与（賞与・期末手当等）の動向

〈表１０〉賃金見直しの際の重視項目（複数回答）

特別調査
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今回の調査では、雇用人員判断DIは６年ぶりに上昇したものの、依然として幅広い業種

で強い人手不足感が続いています。企業の中には、従業員の待遇について大手企業と格差が

あることから、人材確保に苦戦しているという声が聞かれました。また、景気の先行き不透

明感もあり本格的な定期給与の引き上げには踏み込めない企業も多いようです。初任給の引

き上げを行った企業では、既存社員の給与とのバランスを取るため、賃金体系を適切に見直

すことが課題となっています。

以下に、企業から寄せられた生の声を紹介いたします。

＜水産加工業＞ 他業種に比べると休日日数

が少ないため、従業員確保が難しい原因の１

つになっている。数年後を目途に、繁忙期に

は変形ではあるが、完全週休２日制の実施を

検討している。

＜水産加工業＞ 人員不足が続いている一方

で人件費の増加も見逃せない。今年度も最低

賃金が引き上げられるが、支払い賃金の上昇

にとどまらず、短時間勤務の形態を見直す必

要も発生している。

＜水産加工業＞ 一般事務を始め、技能職の

補充も難しくなっている。繁忙期に労働者を

集めることが非常に困難。海外からの実習生

も円安により悪影響を受けており、他社では

帰国等の問題が発生しているようである。

＜製材業＞ 定年退職者の再雇用等によって

何とか人員を確保しているが、大事な加工部

門の人員は不足気味である。優れた人材はい

つでも採用できるよう窓口は常に開けてい

る。

＜製材業＞ 人員不足感はあるが通年雇用は

難しい。消費税率が８％へ引き上げられた際

に、賃金も多少引き上げたが、１０％になった

ときにも同様に引き上げるのは厳しい状況で

ある。

＜金属製品製造業＞ 過当競争により製品価

格が下落した後、業績が思うように回復して

いない中で、賃金の引き上げに長い間踏み込

めずにいる。

＜金属製品製造業＞ 以前に賃金引き下げを

行ったが、業績は回復しつつある。このまま

業績の良い状況が続けば手当等を増やすこと

ができる。また、役員と社員の若返りを図っ

ていきたい。

＜機械器具製造業＞ 数年間、ベースアップ

の実施を見送ってきた結果、初任給が世間相

場を下回っており新卒募集の足かせとなって

いる。２年連続でベースアップを実施して初

任給の是正を図っている。

経営のポイント

賃金体系の適切な見直しが課題に
〈企業の生の声〉
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＜建設業＞ 建設業は、公共工事予算が安定

して推移しなければ、安定雇用を継続するこ

とができないのが実情と思う。しかし、事

業・技術継承などの面から考えると、継続的

な雇用ができないのは不安要素である。

＜建設業＞ 透明性の高い評価制度、給与体

系の導入に向けて取り組んでいる。現行制度

と並行しながら来年度中の実施を目指す。

＜建設業＞ 業況が厳しく採用を抑制してい

た時期があるため、特に３０代の社員が極端に

不足している。新規採用を年２～３名程度行

いつつ、３０代の中途採用も積極的に行う方

針。人員の数合わせにせず、技術の継承をい

かにすべきかが課題である。

＜建設業＞ 新卒採用では知名度、信用力、

給与水準等で本州大手等に対し劣後し、苦戦

している。初任給の見直しにより人材確保を

図る方針だが、在籍社員の給与引き上げも必

要となり、人件費増加による利益圧迫要因と

なる。

＜建設業＞ ここ数年、他社へ転職する社員

が多くなった。給与が低いことを理由に挙げ

るケースが多く、給与水準を見直した。他社

も同様のようで、人材不足が深刻化している

様子が窺える。

＜住宅建築業＞ 社員、職人の年齢構成バラ

ンスが悪く高齢化が進んでいる。職人の育成

は業界全体の問題になってきている。

＜住宅建築業＞ 現状の賃金水準は、世間相

場に負けていないと感じている。人事評価シ

ステムが不明確なところもあり、見直しを

行っている。

＜管工事業＞ 今後の若手技術者の確保に不

安を感じている。道内の大学・専門学校で建

築工学系の学部が減少しており、若者の建設

業離れが今後深刻化することは間違いない。

＜電気通信工事業＞ 今年度は減収傾向であ

り、特別給与を前年比減額したほかベース

アップも行わなかった。業績の波に左右され

ることなく技術を継承することは工事会社に

とって重要であり、人材確保のため採用数は

現状を維持していく。

＜建材卸売業＞ 営業販売職の人材が不足し

ている。新入社員を営業職で育てていても何

年かで辞めてしまったり、他の部署へ配置転

換を希望したりするので難しい問題である。

＜鋼材卸売業＞ 毎年定期昇給を行っている

が、社会保険料の上昇が響き、個人が受け取

る金額がさほど上がっておらず不満が溜まっ

ている。これ以上の社会保険料の上昇は経営

の圧迫にもつながるのは間違いない。

＜機械器具卸売業＞ 民間企業である以上利

益が出ないと経営できない。賃金引き上げも

同様で、利益が出る経営体質にすることが最

も重要。仕入先の協力も仰いで、利益が少し

でも多く出る体質にしたい。

経営のポイント

― １３ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１５年１２月号

洋調査レポート　表紙１５０　本文１３３／Ｎｏ．２３３　ＩＣＳ／本文　※柱に注意！／０１２～０１４　経営のポイント  2015.11.19 17.35.10  Page 13 



＜機械器具卸売業＞ 定期給与を引き上げた

いが、人件費が固定化する怖さを経験してい

るので、どうしても業績に連動する特別給与

の引き上げを選ばざるを得ない。

＜包装資材卸売業＞ 新卒、中途採用ともに

求めているレベルの人材の応募が少ない。賃

金に関しては、初任給を大手企業の水準を参

考に設定すると、中堅職員の賃金との差が縮

小してしまうことが問題になる。

＜小売業＞ 賃金は全体としては増額してい

るが、全員一律ではなく、本人の成績に応じ

て引き上げている。例年よりは増加率を高く

しているが、基本的な賃金制度は変えずに弾

力的な運用で対応している。

＜小売業＞ パート従業員の確保が困難に

なってきている。来春の新卒採用も難しさを

増しており、必要人数の確保とレベルの維持

が可能かどうかまだ不透明である。

＜ガソリンスタンド＞ 国内の石油小売業界

全体が人員不足と思われる。特に新卒者の定

着率が悪く苦慮している。早急にワーク・ラ

イフ・バランスに対応した経営を推進してい

く方針。

＜運輸業＞ 相変わらず運転手を募集しても

集まらず、一方で労働時間管理では非常に苦

慮している。賃金の高い同業他社への流出や

引き抜きも顕在化しており、人手不足が一層

深刻化している。

＜運輸業＞ 待遇面の不満から他社へ移る乗

務員が出てきた。魅力的な条件を提示するこ

とは現在の収益状況では大変難しい。新たに

採用する場合の賃金は上昇傾向にあり、人件

費増加の影響をとても憂慮している。

＜建設機械器具リース＞ オペレーターは多

くが中途採用で、入社時の賃金も本人の経験

年数や技能で決めている。そのため、人に

よっては賃金体系の不公平感が出てきてい

る。適切な賃金体系の確立が今後の課題と言

える。

＜廃棄物処理業＞ ここ数年、中途採用では

人員補充ができなくなってきていることか

ら、来春は高卒、大卒の新卒採用を大幅に増

加させる。新卒の社員は、人材としても育て

やすいことからメリットが大きい。

＜倉庫業＞ 定年退職による人員の減少が

迫っており、人員の確保、育成に取り組みた

いが、業績が伴わなければ厳しいのが現状で

ある。

＜警備業＞ 定期昇給が５年以上保留されて

おり、基本給について新入社員とのバランス

が悪くなった。今後はできる限り定期昇給と

ベースアップを検討する。

経営のポイント
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― １５ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１５年１２月号

現在の会社法が平成１８年５月１日に施行されてから、来年で１０年が経ちます。この間、多くの

中小企業経営者の皆様はさまざまな困難を乗り越え、今日に至るまで会社や従業員、そしてお客

様を守るための努力をされてきたことと思います。

ところで皆様はこの約１０年の間に、自社の登記事項証明書（従来の登記簿謄本にあたるもの）

を取得されたことがありますか？そして、そこに記載されている内容をじっくりとご覧になった

ことがありますか？

当然ですが、株式を発行している会社であるから株式会社です。これは会社法施行前であって

も、施行後であっても変わりありません。しかし、「株券」についての取り扱いが、この会社法

の施行前後で大きく異なったことをご存知でしょうか？

本稿では株式と株券、特に会社法施行前に設立された非上場の株式会社について、基礎的な部

分をお話ししたいと思います。

１ 会社法施行前の「株式会社」と「株券」

株式会社というのは文字どおり「株式」を発行している会社であり、その株式を表章するもの

が「株券」です。上場・非上場を問いません。印刷されている紙質や大きさの大小など違いはあ

りますが、原則株式会社は、その設立時や増資時などに出資していただいた方に、その出資額に

見合った株券を発行することになっていました。

ところが多くの中小企業などは、出資者は親族や社長１人だけであり、株券の印刷コストや管

理方法の手間を考え、本来行わなければならない株券の発行や交付、あるいは裏書といった手続

きを省略している方も多く見受けられました。

このような法律の定めと世間の実態との乖離を国も認識したのでしょうか、平成１６年６月９日

法律第８８号が定められました。この法律は一般的には「株式等決済合理化法」と言われる法律

で、

① 「株券は発行しない」を原則とする

② 定款で定めた場合に株券を発行することができる

③ ②の場合でも、公開会社でない株式会社は、株主から株券発行の請求がなければ株券を発

行しなくてもよい

と、商法が改められました。その後、平成１８年５月１日に施行された、現在の会社法において

は、公開会社であっても株券を発行しないことが原則となりました。

経営のアドバイス

経営者が知っておくべき
株式と株券について

むらずみ経営グループ マネージャー
相続手続支援センター北海道支部

上席相談員 森井 隆
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― １６ ―北洋銀行 調査レポート ２０１５年１２月号

株券を発行する旨の

定め

当会社の株式については、株券を発行する

平成１７年法律第８７号第１３６

条の規定により平成１８年

５月１日登記

注：公開会社とは、その発行する全部又は一部の株式の内容として譲渡による当該株式の取得について株

式会社の承認を要する旨の定款の定めを設けていない株式会社のこと。「公開」という表記から上場を連

想することが多いが、上場・非上場とは別の意味であり、非上場中小企業の公開会社も多く存在する。

以上のような経緯から、会社法施行前に設立された株式会社で、かつ、株券を発行しないと定

款を変更しておらず、その旨の登記を行わなかった株式会社に対しては、平成１８年５月１日を

もって、一律に「株券を発行する旨の定め」という登記が職権で行われています。実際に株券を

発行しているか否かに関係ありません。

登記事項証明書（登記簿謄本）における記載例

いかがですか？この登記内容をご覧になったことがありますか？

もちろん、実際に発行していれば事実に即した形であるので問題はありません。

では、「発行していないのに発行していることと登記されている株式会社」はどうなるので

しょうか。

２ 会社法施行後の「株式会社」と「株券」

平成１８年５月１日施行の会社法により、原則、株券は発行しないこととなり、発行するのであ

れば、定款に発行する旨を定めることとなりました（会社法第２１４条第１項）。これにより、会社

法施行前から存在する定款を変更していない多くの株式会社は、「株券を発行する旨の定めがあ

る株式会社」となりました（先述のように、元々、株式会社＝株券を発行する会社＝定款に株券

発行の定めを設けている、という理由からです。もちろん、会社法施行前の株式等決済合理化法

施行を機に定款を変更して株券発行の定めを廃止している場合は、株券を発行しない会社となり

ます。）。

よって、

① 株券を発行しないと定款を変更していなければ株券を発行するのが原則。

② 定款を変更しないのであれば、株主から「株券不所持の申出書」（『御社は株券を発行する

会社であることは分かっています。でも私は個人的な理由で、株券を持ちたくないので、

株券を発行していただかなくて結構です。』というような意味の書面）をいただいたほう

が好ましく、申出書をいただけない方については株券を発行する。ということとなります。
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― １７ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１５年１２月号

一方、会社法第２１５条第４項には、公開会社でない株券発行会社は、株主から請求があるまで

は株券を発行しなくてもよいとされています。

このことから、

③ 公開会社でない株式会社も、上記①同様で株券を発行しないと定款を変更していなければ

株券を発行するのが原則。

④ しかし、株主から「株券発行の申出書」（『私が持っている分の株券を発行してください。』

というような意味の書面）がなければ、株券を発行しなくてもよい、申出があれば、申出

のあった分だけ発行すればよい。

と、いうこととなります。

３ 株券を発行していることとなっている「株式会社」の「株式」

一例を挙げてみます。株主Aが、Aが所有している甲株式会社の株式１０株をBへ１００万円で売却

すると仮定しましょう。Bは何の担保・証拠もなくAへ１００万円を現金で支払ったり、振り込んだ

りしますか？

① 原則どおり株券を発行する

上記のAB間の株式売買の場合、株主Aは甲株式会社に対し、自己が有する株式の株券発

行を請求します（公開会社の場合は、不所持の申出をしていない限り、Aは株券を保有して

います。）。仮にAが１００株所有しており、そのうち１０株を今回Bへ売却する場合、１００株分の

株券を発行してもらい、１０株分の株券をBへ提示する。すると、Aは間違いなく１０株は所有

しており、その１０株を今回Bが買い受けて、その株券に裏書きする、という流れになりま

す。Bは安心してAから１０株を１００万円で購入できますね。なお、A･B間が売買でなく、贈与

であっても同様です。これらのような場合、甲株式会社は、「今まで株券を発行したことが

ない。」「株券を作るのにコストがかかる。」などと言った理由で、株券の発行を拒むことはで

きません。

多くの中小企業では、このような株式の移転や増資について、「社長の身内だから」とか

「増資額全部を社長一人が引き受けているから」という理由で、本来行うべき諸手続きを省

略しているのではないでしょうか？

しかし、株主が親類縁者でない場合や、株主が死亡した場合に発生する相続手続などを考

えると、今現在の状況を分かっている段階で、上記２でお話しした書面を調えるべきと考え

ます（現在の株主の人数が少なければ少ないほど、後々のことを考えると効果がありま

す。）。

② 「でも今さらそんなことはできない…。」という場合には、まずは法や定款の定める手続

によって、「株券を発行する」という定款の定めを廃止するのが良いと思われます。一定の

日をもって、株券発行会社から株券不発行会社へ１８０度変わるのです。こうなれば公開会社
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― １８ ―北洋銀行 調査レポート ２０１５年１２月号

でも公開会社でない会社でも、株券を発行する義務が無くなります。

③ では、上記の株式売買や贈与のようなケースにおいて、株券が発行されないという会社に

ついては、買主Bは何を信用して取引を行うこととなるのでしょうか。

４ 株券に代わるもの

株券が発行されない場合、上記の例では、Aは自分が１００株を所有している株主であることを

証明する甲株式会社の書面の交付を、甲株式会社に求めることとなります。ここで甲株式会社は

証明書を発行することとなるのですが、この証明書を、「株主名簿記載事項証明書」と言いま

す。その名のとおり、皆様の会社にある株主名簿に記載されている事項の一部を、皆様の会社の

代表印を押印して証明したものです。役所が証明・発行するものではありません。もし株主名簿

が見当たらなかったり、作成していない場合でも（経営者１人だけが１００％出資しているような

会社であっても、会社法上、株主名簿は会社に備え置かなければなりません。）、必ず株主名簿を

調製する必要があります。因みに株券を発行している会社であっても、株主名簿は調えておかな

ければなりません。

【参考】

会社法 第１２１条

株式会社は、株主名簿を作成し、これに次に掲げる事項（以下「株主名簿記載事項」という。）を記載

し、又は記録しなければならない。

一 株主の氏名又は名称及び住所

二 前号の株主の有する株式の数（種類株式発行会社にあっては、株式の種類及び種類ごとの数）

三 第一号の株主が株式を取得した日

四 株式会社が株券発行会社である場合には、第二号の株式（株券が発行されているものに限る。）に

係る株券の番号

同 第１２２条

前条第一号の株主は、株式会社に対し、当該株主についての株主名簿に記載され、若しくは記録された

株主名簿記載事項を記載した書面の交付又は当該株主名簿記載事項を記録した電磁的記録の提供を請求す

ることができる。

２ 前項の書面には、株式会社の代表取締役（指名委員会等設置会社にあっては、代表執行役。次項にお

いて同じ。）が署名し、又は記名押印しなければならない。

３ 第一項の電磁的記録には、株式会社の代表取締役が法務省令で定める署名又は記名押印に代わる措置

をとらなければならない。

４ 第三項の規定は、株券発行会社については、適用しない。
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― １９ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１５年１２月号

発行可能株式総数 ○○株

平成１７年法律第８７号第１３６

条の規定により平成１８年

５月１日登記

発行済株式の総数

並びに種類及び数

発行済株式の総数

○○株

平成１７年法律第８７号第１３６

条の規定により平成１８年

５月１日登記

株式の譲渡制限に

関する規定

当会社の株式を譲渡により取得することについて当会社の承認を要す

る。当会社の株主が当会社の株式を譲渡により取得する場合においては

当会社が承認したものとみなす。

平成１７年法律第８７号第１３６

条の規定により平成１８年

５月１日登記

５ 当社は有限会社だから株式や株券は関係ないと思われていませんか？

平成１８年５月１日から施行された会社法。この会社法の施行により、有限会社法は廃止され、

既存の有限会社は会社法に定める株式会社の一形態であるとされましたが、今までどおり有限会

社を名乗っても差し支えありません（「会社法の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律」の

第２条及び第３条）。

ここで、現在有限会社の経営者の皆様へ、改めてお訊ねします。

自社の登記事項証明書（登記簿謄本）をご覧になったことがありますか？

有限会社の登記事項証明書（登記簿謄本）における記載例

という具合に、有限会社であっても「株式」を発行している株式会社と見なされ、かつ、その

株式には譲渡制限が付いている、つまり、有限会社＝公開会社でない会社 です。

したがって、有限会社であっても、株主（＝出資者）から「私が御社に出資していることを証

明したいので、証明書を発行してください。」と請求されれば、会社は株主名簿記載事項証明書

を発行しなければならないこととなります。因みに、有限会社については、会社法施行前の有限

会社法において、出資額に相当する「株券」の発行は禁止されていましたので、会社に備え付け

の株主名簿に基づいた記載事項証明書を発行します。

洋調査レポート　表紙１５０　本文１３３／Ｎｏ．２３３　ＩＣＳ／本文　※柱に注意！／０１５～０２０　経営のアドバイス（森井）  2015.11.19 17.35.11  Page 19 



経営のアドバイス

― ２０ ―北洋銀行 調査レポート ２０１５年１２月号

６ まとめ

本稿では、この冊子をご覧になられている非上場の株式会社・有限会社を営まれておられる経

営者の方々が、身につけておかれたほうがよいと思われる最小限の株式の知識について述べまし

た。

前回の拙稿（２０１４年１０月号）とも一部関連しますが、自社の株式を誰が何株所持しているの

か、その根拠・証明となるものは何か、そして株主やその親族・相続人から株券や記載事項証明

書の交付を求められた場合に備え、法的な方策を施しておくことが、経営者としての責任である

と考えます。
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― ２１ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１５年１２月号

「恵みの大地 とかち」コーナー 「VINFROMAGE HOKKAIDO
（ワイン＆チーズ）」コーナー

「鹿児島」コーナーを始めとする南
の逸品商談会のブース
芋焼酎や、さつま黒豚、桜島の火山
灰で熟成させた地鶏など、南九州の
魅力ある商品が多数出展されました。

札幌市のブース
地方創生の取り組みの一つである「農業の
６次産業化」をPR。トマトを栽培する農
業生産法人と、スープの素や惣菜を製造す
る会社が連携して開発したトマト鍋スープ
などが出展されました。

名寄市のブース
北海道名寄産のもち米を１００％使用し
た純米本みりん、グリーンアスパラガ
ス、とうもろこしなどが出展されまし
た。

当行の地方創生実現に向
けた取り組みを来場者に
PRするため、リーフレッ
トとうちわの配布も行い
ました。

１．「インフォメーションバザール in Tokyo２０１５」の概要

９月２日、３日の２日間、首都圏最大規模となる道産食品の商談会「インフォメーションバ
ザール in Tokyo２０１５」が東京の池袋サンシャインシティで開催されました。この商談会は当行
と帯広信用金庫が主催するもので、東京での開催は今年で１１回目を迎え、道内の食品メーカーな
ど１６０社・団体が出展しました。今年も鹿児島銀行を中心とする鹿児島アグリ＆フード金融協議
会主催の「南の逸品商談会」を同時開催し、２日間で４，２００名が来場。北海道の魅力溢れる食材
を首都圏スーパーや百貨店、飲食店などのバイヤーに売り込みました。

２．今年の特徴

◆「地方創生」コーナーを新設 道内自治体の取り組みをPR
道内５自治体・協議会（札幌市、江別市、美唄市、名寄市、十勝地域産業活性化協議会）が出
展。地元農協との連携により地元産品を出展するなど、各自治体が推進する地方創生の取り組み
をPRしました。また同時開催した「南の逸品商談会」からも５団体が出展し、北と南が一体と
なって地方創生実現に向けた取り組みを発信しました。

インフォメーション

インフォメーションバザールで地方創生を後押し！
北の逸品・南の逸品 食の大商談会「インフォメーションバザール in Tokyo ２０１５」開催報告

北洋銀行 地域産業支援部

洋調査レポート　表紙１５０　本文１３３／Ｎｏ．２３３　ＩＣＳ／本文　※柱に注意！／０２１～０２２　インフォメーション  2015.11.19 17.36.33  Page 21 



インフォメーション

― ２２ ―北洋銀行 調査レポート ２０１５年１２月号

「食の集積都市江別」コーナー
北海道産小麦を使用した麺類や、
ソーセージなどの食肉加工品、ス
イーツなどが出展されました。

「オホーツク・北見」コーナー
地ビールや、水産加工品、スイー
ツなどが出展されました。

「北海道ブランドづくり」コーナー
留萌産オリジナルパスタ好適品種小
麦を使用したパスタ「RuRu Rosso」
を試食と共にPRしました。

北海道と青森銀行との連携による「青函」コーナー
出展者は北海道新幹線の法被を着て商品と新幹線開業
をPRしました。

北洋銀行の「ほっくー」と北海道新幹線PRキャラク
ター「どこでもユキちゃん」も登場し、北海道新幹線
開業をPRしました。

◆地域コーナーの拡充
「江別市」、「とかち」、「オホーツク・北見」、「釧路・根室」など各地域から多数の企業が出展
し、地域色溢れる食材をPRしました。また、昨年に続き、来年３月の北海道新幹線開業に向け
て、北海道、青森銀行との連携による「青函コーナー」を設置。青函コーナーには３１社・団体が
出店し、道南と青森県の食品をPRしました。

３．おわりに

当日はインフォメーションバザールと同時開催で、道内観光団体と首都圏旅行代理店による
「観光ビジネスマッチング」や、首都圏・海外の商流構築を支援する「首都圏バイヤー個別商談
会」、「海外バイヤー個別商談会」も開催し、お客さまの販路開拓・拡大等、ビジネスチャンスを
創出する大商談会となりました。
北海道経済の発展には、北海道の強みである「食と観光」の発展が不可欠です。「インフォメー
ションバザール」は、北海道の「食と観光」の魅力を国内外に向けて発信する首都圏最大規模の
大商談会であり、自治体の地方創生の取り組みにも有効です。
北洋銀行は、お客さまがこの「インフォメーションバザール」を通じて得られた商談機会をビ
ジネスに繋げられるよう、全力を挙げてサポートしていきます。
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平成２７年１０月２８日に「第６回ものづくり日本大賞」の受賞者が発表になりました。日本のもの

づくりを支える個人・グループを表彰する、権威ある賞です。今回は、北海道の受賞者の中か

ら、当行が推薦させていただいた個人・グループを２回にわたってご紹介します。

○ものづくり日本大賞とは

「ものづくり日本大賞」は、経済産業省、国土交通省、厚生労働省、文部科学省が連携し、平

成１７年より隔年開催しており、今回で６回目を迎えました。「内閣総理大臣賞」、「経済産業大臣

賞」、「特別賞」、「優秀賞」から構成され、過去、株式会社ダイナックスが「経済産業大臣賞（第

１回）」、旭イノベックス株式会社が「内閣総理大臣賞（第５回）」を受賞されています。

また、北海道経済産業局が独自に「ものづくり地域貢献賞」を設けています。

○第６回ものづくり日本大賞受賞者

【特別賞】

株式会社FJコンポジット 津島 栄樹 氏

テーマ：『複合材料による低熱膨張率・高熱伝導性「次世代半導体用放熱材」』

【優秀賞】

株式会社菅製作所 菅 育正 氏 他６名

テーマ：『日本初の「普及型 光放出電子顕微鏡MyPEEM」の開発』

株式会社ニッコー 佐藤 厚 氏 他３名

テーマ：『「３Dヒーター」と直接噴射で省エネ・高性能を実現した過熱蒸気焼成機の開発』

【ものづくり地域貢献賞】

旭川機械工業株式会社 関山 真教 氏 他２名

テーマ：『木工旋盤の常識を変えた複雑な立体形状加工を実現したCNC木工旋盤』

岩見沢鋳物株式会社 白井 雅人 氏 他４名

テーマ：『超硬鋳ぐるみ耐磨耗ライナーの開発』

株式会社エフ・イー 佐々木 通彦 氏 他６名

テーマ：『他品目に対応可能な光学式選別装置「マルチセレクター」の開発』

株式会社北海道バイオインダストリー 佐渡 宏樹 氏 他４名

テーマ：『旨みと健康成分を増大するBRC製法によりコンディショニング食品市場を創出』

インフォメーション

第６回ものづくり日本大賞受賞者のご紹介
北洋銀行 地域産業支援部
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【授賞式の写真】 【新社屋写真】

企業名：株式会社FJコンポジット 代表者名：代表取締役 津島 栄樹
住 所：千歳市柏台南２丁目２番３号
ＴＥＬ：０１２３‐２９‐７０３４
ＵＲＬ：http : //www.fj-composite.com/
設立年月日
従業員

平成１４年２月５日
６名

業種 製造業

＜受賞者のご紹介 Part１＞

○特別賞（製品・技術開発部門）

【受賞件名】
『複合材料による低熱膨張率・高熱伝導性「次世代半導体用放熱材」』

【所属企業・受賞者】
株式会社FJコンポジット 津島 栄樹 氏

【受賞の内容】
・当社は、平成１４年に静岡県で創業したベンチャー企業で、電子部品等の放熱材料や、炭素系複
合材料の試作、開発から量産化までを行なっています。
・高機能化が進む半導体パッケージは、発生する半導体の熱を外部に放出する放熱材が重要で、
放熱性を高めるため、「モリブデン」、「タングステン」などのレアメタルが使用されています。
・当社は、ホットプレスにより、銅とモリブデン等を多層に接合する技術を研究。この技術によ
りレアメタル使用量を従来品と比べ１／５～１／１０の少量（低コスト）かつ、１．５倍の熱伝導率
を実現する製品を研究開発しました。
・当製品の量産化に対応するために、平成２７年に静岡県から千歳市に本社・工場を移転し、「安
定品質」、「高熱伝導率」、「低コスト化」を実現し、半導体分野の厳しいスペックに対応した製
品を供給します。

【会社概要】

インフォメーション
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商品 単位 銘柄・産地 上海 大連 バンコク シンガポール サハリン

卵 ０．５kg 現地産 ４７３ ８６～２３２ ２７２ ２４２ １４３～２１１

牛乳 １リットル 現地産 ２５７～５８３ ３６（２４３ml） １３６
２５４

（８３０ml）
１３６～２０４

じゃがいも ０．５kg 現地産 １２０～２４８ １８～９３ ２０４
１４６

（アメリカ産）
３３

オレンジ ０．５kg アメリカ産 ２２５ ３３３
３０２

（１個）
１１２

（１個）
１５９

（南アフリカ産）

小麦粉 １kg ２３４ １８６ １５６ ２１６ ９０

ビール
３５０ml 日本メーカーA社製 １１０ － － － －

３５０ml 日本メーカーB社製 － １０４ １６３ ２９３ ２２３

カップラーメン １個 日本メーカー製 ８５ １２４ ２５８ １５５ ３６８

ミネラルウォーター ５５０ml ３０ ３０ ２３ １３８ ３０～７９

コーラ ３３０ml コカコーラ ４０ ３６ ４７ ６９ ８６

ハンバーガー １個
マクドナルド
ビッグマック

３０５ ３２４ ６８０ ４１４ －

タクシー初乗り ２６７ １９０ １１９ ２７６～３２８ ３４０～４７２

ガソリン １リットル レギュラー １４３ １０７ １０５ １９０ ７５

トイレットペーパー １０巻 現地製 ６２９ ５４３ ４７６
５５３

（日本製）
２１９

（４巻）

乾電池 単三２本 米国製
１６９

（現地製）
８４

（現地製）
３２３ ２７４ １７３

洗濯洗剤 １kg 日本製
２５７

（現地製）
２３８

（現地製）
４０８ ２２４ ８０５

クリーニング代 Yシャツ１枚 現地クリーニング店 １９０ ２８６ ２７２ ３４５ ３７８

電気料金 １kwh 住居用 １１ ９ ５１ ２４ ６

水道料金 １� 住居用 ３６ ５９ ３４ ９９ ６０

新聞 １部 一般紙 １９ １９ １７ ７７ ５２

バス 市内均一区間 ３８ １９～３８ ２７ １０３～１９０ ３２

地下鉄 初乗り ５７ ３８～１３３ ７４ ９５～２０７ －

携帯

機種 iPhone５S １６G ６７，８８６ ６２，７３５ ８０，４１０ ８５，４０２ ６６，１３１

基本料金／月 ８７７ １，１０６ ２，７２０ ４，６８５ ２，８３５

通話料金／分 ４ ４ ２ １２ ２

映画チケット 大人１名 時間帯により変動１，０４９～２，６７１１，１４４～１，５２６６８０～１，５３０ ９９４ ３２１～８５０

アジアニュース

現地価格調査（２０１５年１１月）
（単位：円）

【調査場所】 いずれも日本製品を扱う、比較的高級なスーパーマーケット。
上海 カルフール古北店、しんせん館古北店、ローソン国際貿易中心店
大連 カルフール西安路店、ローソン森ビル店
バンコク トップス、フジスーパー
シンガポール コールドストレージ、明治屋
サハリン ユジノサハリンスク市シティモール、スーパーピエルヴィなど

【換算レート】 ２０１５年１０月３０日仲値
１中国元＝１９．０８円 １タイバーツ＝３．４０円 １シンガポールドル＝８６．４４円 １ロシアルーブル＝１．８９円
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企業名 本社所在地 代表者名 資本金
発行年月日 種類 金額 年限
事業内容

１

株式会社イチナ 様 札幌市 渡邉 一彦氏 ６百万円
平成２７年１０月１３日 北洋エコボンド（保証協会保証付私募債） ５千万円 ５年
平成２０年設立の建築資材卸売業者。防水をはじめ、シーリング材や塗り床材を主力とし、建築土木関連商
品など、様々な製品とノウハウを提供。専門知識を有した経験豊富なスタッフが顧客ニーズに的確に対応
し、厚い信頼を得ている。環境保全にも積極的に取り組み、「さっぽろエコメンバー」に認証・登録。

２

若松建設株式会社 様 札幌市 愛宕 孝文氏 ８千５百万円
平成２７年１０月１４日 北洋エコボンド（銀行保証付私募債） ５千万円 ５年
昭和４４年設立の土木工事業者。土木、除排雪を主業とし、永年の業歴で培った確かな技術と豊富なノウ
ハウを活かして官公庁から数多くの受注実績を有する。また、環境保全にも積極的に取り組んでおり、
平成２６年９月に「さっぽろエコメンバー登録制度」に登録され、エコ企業としての認定を受けている。

３

シミズ産業株式会社 様 札幌市 宇佐美 正人氏 ２千万円
平成２７年１０月２３日 北洋エコボンド（保証協会保証付私募債） ３千万円 ５年
昭和４７年設立の自動車整備業者。自動車用電装品の取り付け・販売やバッテリーの販売・交換、ETCの
セットアップやボディーコーティングまで、車に関する幅広い業務を行う。特に、自動車用電装品の取
り扱いにおいては、創業当時から現在に至るまでの膨大な経験と実績により高い信頼を得ている。

４

ビルドプロテック株式会社 様 札幌市 佐藤 孝之氏 ２千万円
平成２７年１０月２３日 北洋エコボンド（保証協会保証付私募債） ３千万円 ５年
昭和３７年設立の防水工事業者。「ISO９００１：２００８」を取得し徹底的な品質管理のもと、適格な技術と多様化
する建築構造に最適な各種工法により数多くの実績を有する。佐藤代表取締役は「北海道産業貢献賞」、
「中小企業庁長官表彰」を受賞するなど、建築防水のプロフェッショナルとして高い評価を得ている。

５

余市精菱機械株式会社 様 余市町 前田 隆志氏 １千万円
平成２７年１０月２６日 北洋エコボンド（保証協会保証付私募債） ５千万円 ５年
昭和３６年設立の農業機械小売業者。果樹専用の農業機械を中心に、部品・工具から新・中古農業機械に
至るまで、販売・修理等を行う。地域に密着した農機取扱店として「社員相互の技術を高め、お客様へ
最高の品質と最高のサービスを提供し、地域社会へと貢献する」をモットーに事業を推進している。

６

株式会社エッセ 様 札幌市 関藤 正敏氏 １千万円
平成２７年１０月２６日 北洋エコボンド（保証協会保証付私募債） ５千万円 ５年
昭和３６年設立の不動産賃貸・管理・仲介業者。札幌本社のほか、函館・小樽・釧路に店舗展開し、本支店
ネットワークにより顧客ニーズに対応できる幅広い情報収集体制を構築。ニーズが多様化する中で、豊富
な経験・実績と各分野の専門知識を活用したコンサルティングにより取引先から高い信頼を得ている。

７

北登建設工業株式会社 様 江別市 渡邊 洋氏 ４千９百万円
平成２７年１０月２６日 北洋エコボンド（銀行保証付私募債） ３千万円 ３年
昭和４１年設立の建設業者。「ホクトホーム」として、戸建注文住宅をメインにリフォーム・分譲住宅販売
を手掛け、木造軸組工法のクオリティーの高い技術を基に、次世代省エネ基準対応・抗酸化工法の健康
な住まいを創造。平成２４年８月には「北海道グリーン・ビズ認定制度」に登録されている。

８

日吉建設株式会社 様 札幌市 稲場 英司氏 ５千２百万円
平成２７年１０月２８日 北洋エコボンド（保証協会保証付私募債） ４千万円 ７年
昭和６０年設立の土木工事業者。護岸、河川内の公園、樋門、水路等にかかわる河川維持管理工事を主業と
し、公共の社会インフラを支えてきた。平成２７年１０月には「さっぽろエコメンバー」に認証・登録。「故郷
の川」を創造する企業として、安心・安全・正確な工事を行い、地域社会と環境保全に貢献している。

９

シオジリプラス株式会社 様 滝川市 塩尻 一也氏 ８百万円
平成２７年１０月２８日 北洋エコボンド（銀行保証付私募債） ３千万円 ７年
昭和６１年設立のメガネ・補聴器・サングラス専門店。平成２７年１０月に札幌清田店をリニューアルオープ
ンし、滝川・旭川・札幌の３地区４店舗を展開。『美』と『健康』と『環境』に寄与するという企業理念
のもと、教育・商品・店舗作りに努め、顧客一人ひとりに最適なメガネや補聴器を提供している。

当行が受託・引き受けした私募債発行企業の一部をご紹介します。

私募債発行企業のご紹介

１０月の私募債発行企業
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企業名 本社所在地 代表者名 資本金
発行年月日 種類 金額 年限
事業内容

１０

北都ベリアールサービス株式会社 様 札幌市 木村 寔氏 １千２百万円
平成２７年１０月２８日 北洋エコボンド（保証協会保証付私募債） １億円 ７年
平成２７年１０月２８日 北洋エコボンド（銀行保証付私募債） ５千万円 ５年
昭和５８年設立の旅客運送業者。霊柩車輛による運送事業を中心とし、業界トップクラスの取り扱い件数
と所有台数を誇る。近年は観光運送事業にも力を入れており、大中小型バス・ジャンボハイヤー・リム
ジンを有し、多様化するニーズに対応する多彩なプランで道央圏を中心に好評を得ている。

１１

男山株式会社 様 旭川市 山崎 與吉氏 ３千９百万円
平成２７年１０月２９日 北洋エコボンド（保証協会保証付私募債） １億円 ５年
昭和２７年設立の道内有数の酒造業者。１９７７年、日本酒初の世界酒類コンクール金賞受賞以来、３９年連続で
同コンクール金賞を受賞しており、世界的にも品質の高さを評価されている。また、旭川市東山に広大な
森林地帯を含む「男山自然公園」を保有するなど、環境配慮に対する取り組みを積極的に行っている。

１２

株式会社田畑商会 様 札幌市 玉田 朋彦氏 １千５百万円
平成２７年１０月３０日 北洋エコボンド（保証協会保証付私募債） ３千万円 ４年
昭和４０年創業の札幌市内有数の印刷物配送業者。主に、北海道新聞の折込として使用される印刷物の配送
を道新サービスセンターより受注し、札幌近郊はもとより、道内各地への配送を手がけ、安定した業績を
上げてきた。環境保全にも積極的に取り組み、平成２７年１０月「さっぽろエコメンバー登録制度」に登録。

１３

株式会社三和総業 様 札幌市 坂口 実氏 １千万円
平成２７年１０月３０日 北洋エコボンド（銀行保証付私募債） ５千万円 ５年
昭和４１年設立のタイヤ整備、除雪・排雪、運搬、運送等の総合サービス業者。特にタイヤ整備事業では
緊急事態に即対応する出張作業車を完備するブリヂストンサービスネットワーク（BSN）北海道地区店
として、万全な整備体制で顧客のトラックや車輛の運行をサポートしている。

１

法人名 社会医療法人北海道循環器病院 様

法人所在地 札幌市 代表者名 理事長：大堀 克己氏
発行年月日 平成２７年１０月５日 金額 ２億円 年限 ５年
運営施設 北海道循環器病院、介護老人保健施設「グラーネ北ノ沢」等

２

法人名 医療法人社団彌和会 様

法人所在地 札幌市 代表者名 理事長：三浦 彌氏
発行年月日 平成２７年１０月２８日 金額 １億円 年限 １０年
運営施設 三浦メンタルクリニック

○「北洋医療福祉債」利用企業 ～医療・介護・福祉事業者向け債券発行スキーム～

北洋医療福祉債は法的に債券を直接発行できない医療法人等に、まず融資を実行し、

その返済を受ける権利を銀行から特定目的会社（SPC）に譲渡することで、SPCがその

権利を裏付けとして発行する一般企業と同様の銀行保証付私募債です。

北洋医療福祉債を利用するためには、医療法人等の規模、財務、収益内容等について

厳しい基準を満たしていることが必要であることから、「優良法人」として社会的評価

がなされます。

詳しくは、北洋銀行の本支店へお問い合わせください。

洋調査レポート　表紙１５０　本文１３３／Ｎｏ．２３３　ＩＣＳ／本文　※柱に注意！／０２６～０２７　私募債発行企業のご紹介  2015.11.19 17.37.59  Page 27 



年月

鉱工業指数
生産指数 出荷指数 在庫指数

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国
２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２３年度 １０１．５ １．６ ９８．７ △０．７ １０２．５ ２．８ ９７．７ △１．５ １０４．６ ８．３ １０３．２ １２．１
２４年度 ９９．６ △１．９ ９５．８ △２．９ １００．３ △２．１ ９５．９ △１．８ １０２．８ △１．７ １００．１ △３．０
２５年度 １０１．３ １．７ ９８．９ ３．２ １０１．５ １．２ ９８．７ ２．９ ９９．０ △３．７ ９８．９ △１．２
２６年度 ９７．２ △４．０ ９８．５ △０．４ ９６．０ △５．４ ９７．６ △１．１ １０３．９ ４．９ １０５．０ ６．２

２６年７～９月 ９８．０ △０．４ ９７．４ △１．４ ９６．０ ０．２ ９６．６ △０．５ １０３．４ ０．２ １１１．３ １．１
１０～１２月 ９５．５ △２．６ ９８．２ ０．８ ９５．４ △０．６ ９７．５ ０．９ １０４．１ ０．７ １１２．３ ０．９

２７年１～３月 ９７．４ ２．０ ９９．７ １．５ ９７．４ ２．１ ９９．２ １．７ １０７．５ ３．３ １１３．４ １．０
４～６月 ９５．０ △２．５ ９８．３ △１．４ ９７．１ △０．３ ９６．８ △２．４ １０２．４ △４．７ １１４．６ １．１
７～９月 p９５．０ ０．０ ９７．１ △１．２ p９５．１ △２．１ ９６．２ △０．６ p１０１．３ △１．１ １１３．６ △０．９

２６年 ９月 ９８．４ １．５ ９８．１ １．４ ９７．３ ３．４ ９７．９ ３．２ １０３．４ △１．０ １１１．３ △０．４
１０月 ９６．５ △１．９ ９８．５ ０．４ ９７．０ △０．３ ９８．０ ０．１ １０２．３ △１．１ １１１．２ △０．１
１１月 ９５．１ △１．５ ９７．９ △０．６ ９５．１ △２．０ ９７．３ △０．７ １０３．２ ０．９ １１２．４ １．１
１２月 ９４．８ △０．３ ９８．１ ０．２ ９４．１ △１．１ ９７．１ △０．２ １０４．１ ０．９ １１２．３ △０．１

２７年 １月 ９７．１ ２．４ １０２．１ ４．１ ９７．６ ３．７ １０２．４ ５．５ １０５．０ ０．９ １１１．８ △０．４
２月 ９７．１ ０．０ ９８．９ △３．１ ９７．０ △０．６ ９７．９ △４．４ １０６．０ １．０ １１３．０ １．１
３月 ９８．１ １．０ ９８．１ △０．８ ９７．５ ０．５ ９７．３ △０．６ １０７．５ １．４ １１３．４ ０．４
４月 ９７．３ △０．８ ９９．３ １．２ ９７．６ ０．１ ９７．９ ０．６ １０５．８ △１．６ １１３．８ ０．４
５月 ９１．７ △５．８ ９７．２ △２．１ ９４．２ △３．５ ９６．０ △１．９ １０２．４ △３．２ １１２．９ △０．８
６月 ９６．０ ４．７ ９８．３ １．１ ９９．４ ５．５ ９６．６ ０．６ １０２．４ ０．０ １１４．６ １．５
７月 ９５．７ △０．３ ９７．５ △０．８ ９６．９ △２．５ ９６．２ △０．４ １０３．１ ０．７ １１３．７ △０．８
８月 r ９６．０ ０．３ ９６．３ △１．２ r ９４．６ △２．４ ９５．５ △０．７ １０３．２ ０．１ １１４．０ ０．３
９月 p９３．４ △２．７ ９７．４ １．１ p９３．９ △０．７ ９６．８ １．４ p１０１．３ △１．８ １１３．６ △０．４

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■鉱工業生産指数の年度は原指数による。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

百貨店・スーパー販売額
百貨店・スーパー計 百貨店 スーパー

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
２３年度 ９４８，５４４ ０．３ １９７，００８ ０．１ ２１４，０７１ △２．８ ６７，２３１ △０．１ ７３４，４７３ １．２ １２９，７７７ ０．２
２４年度 ９４９，６５６ ０．１ １９５，５５２△０．７ ２１１，５４７ △１．２ ６６，４９３ △１．１ ７３８，１０８ ０．５ １２９，０５９ △０．６
２５年度 ９７７，３５３ ２．９ ２０１，４３９ ２．４ ２１８，６０１ ３．３ ６８，９３０ ３．７ ７５８，７５２ ２．８ １３２，５０８ １．８
２６年度 ９６７，５６３△１．０ １９９，９５０△０．９ ２０９，５４７ △４．１ ６７，０１９ △２．８ ７５８，０１６ △０．１ １３２，９３０ ０．０

２６年７～９月 ２３６，２５５ １．６ ４８，７５６ １．６ ４９，２０９ △１．１ １５，６３２ ０．８ １８７，０４６ ２．３ ３３，１２４ １．９
１０～１２月 ２６５，１６８ １．０ ５４，９０９ １．２ ６０，１９５ △１．１ １９，３０３ ０．４ ２０４，９７３ １．６ ３５，６０６ １．６

２７年１～３月 ２３７，５４８△４．２ ４９，３５２ △３．９ ５４，０８０ △６．８ １６，９４５ △６．９ １８３，４６８ △３．４ ３２，４０６ △２．３
４～６月 ２３８，７０６ ４．４ ４９，４２０ ５．３ ４８，００３ ４．２ １６，０３４ ５．９ １９０，７０３ ４．５ ３３，３８６ ５．０
７～９月 ２３０，５４９ ２．７ ４８，２２８ ２．８ ４９，５３５ ０．７ １５，９６４ ２．１ １８１，０１４ ３．２ ３２，２６４ ３．２

２６年 ９月 ７４，５８５ １．１ １５，３１３ １．７ １５，８０１ △２．３ ４，８８６ １．６ ５８，７８４ ２．１ １０，４２７ １．７
１０月 ７８，５３３ ０．８ １６，０６５ １．０ １７，３５６ △１．１ ５，２９３ △０．２ ６１，１７８ １．４ １０，７７２ １．５
１１月 ８２，１２９ ３．２ １７，２８６ １．９ １８，５１７ ０．９ ６，１７３ １．１ ６３，６１２ ３．９ １１，１１４ ２．４
１２月 １０４，５０６△０．６ ２１，５５８ ０．７ ２４，３２２ △２．６ ７，８３８ ０．２ ８０，１８４ △０．０ １３，７２０ １．１

２７年 １月 ８０，８５３△０．１ １７，２１５ ０．６ １８，５４８ △１．５ ５，９９５ △０．９ ６２，３０５ ０．３ １１，２２０ １．４
２月 ７３，２６６ １．４ １４，９８６ ２．０ １６，３４２ ４．２ ４，９２５ ２．９ ５６，９２４ ０．６ １０，０６１ １．６
３月 ８３，４３０△１１．９ １７，１５０△１２．３ １９，１９０ △１８．４ ６，０２５ △１８．２ ６４，２３９ △９．８ １１，１２６ △８．８
４月 ７８，５０２ ７．７ １６，０８０ ９．５ １５，６４５ １１．３ ５，２２３ １３．２ ６２，８５７ ６．８ １０，８５８ ７．９
５月 ８１，６６０ ５．６ １６，９２８ ６．３ １６，３５６ ５．１ ５，４１８ ５．８ ６５，３０４ ５．７ １１，５１０ ６．５
６月 ７８，５４４ ０．３ １６，４１２ ０．６ １６，００２ △２．７ ５，３９３ △０．２ ６２，５４２ １．０ １１，０１９ ０．９
７月 ７９，３１１ ３．３ １７，０５７ ３．２ １８，０７１ ２．４ ６，１９１ ３．１ ６１，２４０ ３．４ １０，８６７ ３．１
８月 ７９，１７６ ３．０ １６，０５６ ２．６ １５，７９７ ０．２ ４，８３２ ２．０ ６３，３７９ ３．８ １１，２２５ ３．２
９月 ７２，０６２ １．６ １５，１１４ ２．６ １５，６６７ △０．８ ４，９４１ １．１ ５６，３９５ ２．３ １０，１７３ ３．４

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■百貨店・スーパー販売額の前年同月比は全店ベースによる。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

主要経済指標（１）

― ２８ ―北洋銀行 調査レポート ２０１５年１２月号

洋調査レポート　表紙１５０　本文１３３／Ｎｏ．２３３　ＩＣＳ／本文　※柱に注意！／０２８～０３２　主要経済指標　※項目増  2015.11.19 17.40.45  Page 28 



年月

専門量販店販売額
家電大型専門店 ドラッグストア ホームセンター

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
２３年度 － － － － － － － － － － － －
２４年度 － － － － － － － － － － － －
２５年度 － － － － － － － － － － － －
２６年度 １３０，０３９ － ４１，７８１ － ２１０，８６４ － ４９，１７１ － １２８，５２２ － ３２，５０８ －

２６年７～９月 ３１，８４１ － １０，６４２ － ５４，０８８ － １２，４８２ － ３１，８０７ － ８，０６２ －
１０～１２月 ３５，９５４ － １１，１８３ － ５３，０００ － １２，７４９ － ３６，５５２ － ８，８８６ －

２７年１～３月 ３４，９８３△２７．３ １０，７２２△２４．８ ５２，５５３ ２．１ １２，２６９ △１．６ ２４，８８６ △１１．４ ７，１４０ △１１．７
４～６月 ２９，２６３ ７．３ ９，７１１ ５．２ ５３，８２３ ５．１ １３，０９６ １２．２ ３６，７３５ ４．１ ８，７５０ ３．９
７～９月 ３４，０７２ ７．０ １１，０５０ ３．８ ５９，０７７ ９．２ １３，４１０ ７．４ ３２，７１４ ２．９ ８，２７２ ２．６

２６年 ９月 １０，３１２ － ３，１２９ － １７，５１０ － ３，９９６ － ９，６０３ － ２，５２２ －
１０月 １０，０６７ － ２，９９０ － １７，２８１ － ４，０６４ － １１，０４７ － ２，６３７ －
１１月 １１，６０９ － ３，４８７ － １７，３７０ － ４，０４８ － １１，４２９ － ２，７７８ －
１２月 １４，２７８ － ４，７０６ － １８，３４９ － ４，６３７ － １４，０７６ － ３，４７１ －

２７年 １月 １１，８７６△１２．４ ３，６２２△１１．５ １８，９５６ ９．１ ４，０３３ ４．４ ８，３２２ △４．８ ２，３５０ △３．６
２月 ９，５４８△１６．５ ３，０２５△１５．２ １７，２６６ ４．３ ３，９２７ ６．３ ６，９６７ △４．４ ２，１８５ △２．６
３月 １３，５５９△４１．４ ４，０７６△３８．２ １６，３３１ △６．８ ４，３０９ △１２．４ ９，５９７ △２０．３ ２，６０５ △２３．４
４月 ９，７９９ １２．４ ３，１６６ １０．４ １７，１０４ △８．５ ４，１３４ １３．３ １１，６８２ ８．７ ２，８５５ ５．１
５月 ９，８２５ １２．２ ３，２９３ １１．３ １７，７８６ １７．０ ４，５２２ １４．９ １３，８０８ ６．２ ３，１９３ ７．８
６月 ９，６３９△１．５ ３，２５２△４．６ １８，９３３ ９．２ ４，４４０ ８．６ １１，２４５ △２．４ ２，７０２ △１．３
７月 １１，１９５ ９．３ ４，１３５ ４．８ １９，６２５ ７．９ ４，６０８ ７．５ １１，６３６ ５．４ ２，８３１ １．９
８月 １２，１９８ ８．１ ３，８０４ ６．７ ２０，３９０ １０．９ ４，５３９ ８．１ １１，２３５ ０．６ ２，８６２ ３．６
９月 １０，６７９ ３．６ ３，１１１△０．６ １９，０６２ ８．９ ４，２６３ ６．７ ９，８４３ ２．５ ２，５７９ ２．３

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■専門量販店販売額は平成２６年１月から調査を実施

年月

コンビニエンスストア販売額 消費支出（二人以上の世帯） 来道客数 外国人入国者数

北海道 全国 北海道 全国 北海道 北海道

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 円 前 年 同
月比（％） 円 前 年 同

月比（％） 千人 前 年 同
月比（％） 千人 前 年 同

月比（％）
２３年度 ４７７，４２６ ６．２ ８９，７５８ ７．６ ２５５，７０６ △５．０ ２８４，０４４ △１．３ １０，７９１ △３．８ ３５１ △２１．０
２４年度 ４９８，６２９ ３．２ ９５，４２３ ３．３ ２７６，３８１ ８．１ ２８７，７０１ １．３ １１，７２２ ８．６ ４８３ ３７．６
２５年度 ５１１，４７２ ２．６ １００，１７８ ５．０ ２５９，００５ △６．３ ２９３，４４８ ２．０ １２，２６８ ４．７ ６８２ ４１．３
２６年度 ５２８，４３４ ３．３ １０５，４３８ ５．３ ２５９，４６９ ０．２ ２８８，１８８ △１．８ １２，３０８ ０．３ ９３０ ３６．３

２６年７～９月 １４２，２８１ ３．９ ２７，７０９ ５．２ ２４８，８４６ ２．６ ２７９，２１４ △１．６ ３，７９２ △０．８ ２４８ ２７．２
１０～１２月 １３４，３２０ ３．５ ２６，８１２ ５．６ ２５９，１７１ △８．１ ３００，４０４ △０．４ ２，９６６ ０．７ ２３５ ４３．９

２７年１～３月 １２３，８６０ ３．１ ２５，３４３ ５．０ ２５４，２０９ △３．５ ２９１，０１９ △４．０ ２，７２１ ２．７ ２８８ ４６．５
４～６月 １３３，３４４ ４．２ ２７，２１９ ６．４ ２５０，６２５ △９．１ ２８５，１８８ １．１ ２，９３４ ３．７ ２３５ ４７．９
７～９月 １４６，９１８ ３．３ ２９，１８２ ５．３ ２４８，９１１ ０．０ ２８１，９７９ １．０ ３，８９６ ２．８ ３２４ ３０．７

２６年 ９月 ４４，６１３ ４．３ ８，７４２ ５．６ ２２６，４２３ △５．０ ２７５，２２６ △１．９ １，２１６ △０．１ ６０ ２３．８
１０月 ４４，７３２ ３．８ ８，９３５ ６．０ ２６１，２４７ △３．４ ２８８，５７９ △０．７ １，１１１ △０．１ ７４ ３４．９
１１月 ４２，９７７ ２．７ ８，６２８ ５．２ ２２９，５７２ △８．１ ２８０，２７１ ０．３ ９２７ ２．２ ６３ ４９．８
１２月 ４６，６１１ ３．９ ９，２４９ ５．６ ２８６，６９４ △１２．０ ３３２，３６３ △０．６ ９２８ ０．２ ９９ ４７．５

２７年 １月 ４１，８９５ ４．３ ８，４３７ ６．２ ２４８，９４７ ０．１ ２８９，８４７ △２．４ ８４８ ０．４ ９５ ３３．５
２月 ３８，３８３ ２．７ ７，８５２ ５．１ ２３４，８６５ １．４ ２６５，６３２ △０．４ ８９５ ８．１ １１１ ４７．１
３月 ４３，５８２ ２．１ ９，０５４ ３．８ ２７８，８１６ △１０．２ ３１７，５７９ △８．１ ９７７ ０．２ ８２ ６４．２
４月 ４２，７５１ ８．０ ８，７９２ ８．４ ２５９，１９１ △１４．４ ３００，４８０ △０．５ ８２２ ４．６ ６９ ５７．４
５月 ４５，６４０ ３．８ ９，３４４ ６．４ ２５１，７０６ △４．０ ２８６，４３３ ５．５ １，０２９ ３．７ ８５ ４７．４
６月 ４４，９５３ １．２ ９，０８３ ４．６ ２４０，９７７ △８．０ ２６８，６５２ △１．５ １，０８３ ２．９ ８１ ４１．２
７月 ５０，４２２ ３．２ １０，０３２ ５．３ ２４３，２３０ △７．８ ２８０，４７１ ０．１ １，２２１ ３．５ １３０ ２６．２
８月 ５０，３７２ ３．２ ９，９６１ ５．５ ２３９，５４３ △６．６ ２９１，１５６ ３．２ １，４０４ ０．６ １１４ ３２．８
９月 ４６，１２４ ３．４ ９，１８９ ５．１ ２６３，９５９ １６．６ ２７４，３０９ △０．３ １，２７１ ４．５ p ８１ ３５．４

資料 経済産業省、北海道経済産業局 総務省、北海道 �北海道観光振興機構 法務省

■コンビニエンスストア販売額の前年同月比は全店
ベースによる。

■年度および四半期の数値は月平均
値。

■「p」は速報値。

主要経済指標（２）

― ２９ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１５年１２月号
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年月

新設住宅着工戸数 民間非居住用建築物着工床面積 機械受注実績

北海道 全国 北海道 全国 全国

戸 前 年 同
月比（％） 百 戸 前 年 同

月比（％） 千㎡ 前 年 同
月比（％） 千㎡ 前 年 同

月比（％） 億 円 前 年 同
月比（％）

２３年度 ３１，５７３ ５．５ ８，４１２ ２．７ １，５３９ ０．９ ４０，５０２ ８．３ ８９，７４２ ６．２
２４年度 ３５，５２３ １２．５ ８，９３０ ６．２ １，６４７ ７．０ ４４，５５９ １０．０ ８７，０２６ △３．０
２５年度 ３４，９６７ △１．６ ９，８７３ １０．６ １，９１０ １６．０ ４７，６７９ ７．０ ９７，０３０ １１．５
２６年度 ３２，２２５ △７．８ ８，８０５ △１０．８ １，７６９ △７．４ ４５，０１３ △５．６ ９７，８０５ ０．８

２６年７～９月 ８，８３１ △１５．８ ２，２２５ △１３．６ ４９４ △８．９ １１，３５６ △７．８ ２４，７５１ ２．４
１０～１２月 ９，６１８ △０．７ ２，３４０ △１３．８ ３０７ △１７．４ １１，４４３ △３．０ ２２，４１９ △２．６

２７年１～３月 ４，８６１ △３．０ ２，０５２ △５．４ ３３９ △１１．７ １０，５１０ △６．１ ２７，８８５ ３．３
４～６月 ９，４４８ ６．０ ２，３５５ ７．６ ５０３ △２０．１ １２，０２９ ２．８ ２５，５８０ １２．４
７～９月 １０，２４０ １６．０ ２，３６４ ６．２ ６２２ ２６．１ １１，５２７ １．５ ２４，５２７ △０．９

２６年 ９月 ３，０５６ △２１．６ ７５９ △１４．３ １６０ １０．２ ３，６６６ △１６．０ １０，７１０ ７．３
１０月 ３，４１９ △５．３ ７９２ △１２．３ １１６ △１１．３ ４，６６８ １５．３ ６，９８１ △４．９
１１月 ３，４６５ ３７．５ ７８４ △１４．３ ９２ △３２．２ ３，５２４ △７．６ ６，６０３ △１４．６
１２月 ２，７３４ △２３．１ ７６４ △１４．７ ９９ △６．１ ３，２５１ △１７．５ ８，８３４ １１．４

２７年 １月 １，０１３ △２０．０ ６７７ △１３．０ ６２ ６０．８ ３，４７４ △１０．２ ６，７２９ １．９
２月 １，５６４ １８．３ ６７６ △３．１ ２１７ ３４．４ ４，０６２ １３．５ ７，４１６ ５．９
３月 ２，２８４ △５．７ ６９９ ０．７ ６０ △６７．５ ２，９７５ △２０．７ １３，７４０ ２．６
４月 ３，４０２ ５．１ ７５６ ０．４ １８６ △１８．５ ４，２６９ ７．２ ８，４１３ ３．０
５月 ２，７７３ ８．４ ７１７ ５．８ １６５ △９．１ ３，９００ １０．１ ７，６５０ １９．３
６月 ３，２７３ ４．９ ８８１ １６．３ １５３ △３０．８ ３，８６１ △７．６ ９，５１８ １６．６
７月 ３，４０１ １５．２ ７８３ ７．４ １８１ ４．３ ４，２１０ １０．８ ７，４１９ ２．８
８月 ３，４５０ ２２．３ ８０３ ８．８ ２２４ ４０．４ ３，６７５ △５．６ ６，５８２ △３．５
９月 ３，３８９ １０．９ ７７９ ２．６ ２１７ ３５．５ ３，６４１ △０．７ １０，５２６ △１．７

資料 国土交通省 国土交通省 内閣府

■船舶・電力を除く民
需（原系列）。

年月

乗用車新車登録台数

北海道 全国
合計 普・小・軽・計普通車 小型車 軽乗用車

台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％）
２３年度 １５７，８５８ ３．４ ４７，８０６ ２．６ ６３，７１５ ２．０ ４６，３３７ ６．１ ４，００９，９８８ ５．９
２４年度 １７６，８４７ １２．０ ４９，１４２ ２．８ ６８，５２７ ７．６ ５９，１７８ ２７．７ ４，４３９，０９２ １０．７
２５年度 １９８，９８１ １２．５ ５５，５４１ １３．０ ６９，６１５ １．６ ７３，８２５ ２４．８ ４，８３６，７４６ ９．０
２６年度 １７９，４０３ △９．８ ５０，９４０ △８．３ ６０，３５９ △１３．３ ６８，１０４ △７．７ ４，４５３，５０９ △７．９

２６年７～９月 ４６，５７２ △６．２ １３，７５９ ４．５ １５，９４７ △１１．９ １６，８６６ △８．２ １，１０４，５２４ △４．７
１０～１２月 ３８，２８９ △７．６ １０，４２５ △１１．９ １２，３２２ △１０．０ １５，５４２ △２．３ １，０２８，５１９ △５．８

２７年１～３月 ５０，６８７ △１７．５ １５，３７２ △１５．８ １５，９８７ △２１．１ １９，３２８ △１５．７ １，３４４，０２９ △１５．５
４～６月 ４２，２８６ △３．６ １２，５３０ １０．１ １６，６６０ ３．５ １３，０９６ △２０．０ ９０７，７２３ △７．０
７～９月 ４３，３１５ △７．０ １３，７０８ △０．４ １６，４０９ ２．９ １３，１９８ △２１．７ １，０２７，０３６ △７．０

２６年 ９月 １６，８３３ △６．４ ５，２９５ １０．３ ４，８５１ △２０．２ ６，６８７ △５．８ ４３１，８２３ △３．２
１０月 １３，０６２ △７．１ ３，６６４ △５．２ ４，４９９ △１３．５ ４，８９９ △１．９ ３２８，３２９ △７．４
１１月 １２，８２２ △１３．７ ３，５６２ △１６．３ ４，１４８ △１４．２ ５，１１２ △１１．４ ３３９，８４３ △１０．２
１２月 １２，４０５ △０．９ ３，１９９ △１３．８ ３，６７５ ０．４ ５，５３１ ７．５ ３６０，３４７ ０．３

２７年 １月 １１，２６９ △２６．９ ３，０１６ △３４．７ ３，８９７ △１９．４ ４，３５６ △２６．９ ３４４，０４０ △２０．７
２月 １３，７０１ △２３．６ ４，０２４ △２２．２ ４，２７０ △２５．２ ５，４０７ △２３．２ ４１３，１９２ △１５．８
３月 ２５，７１７ △８．６ ８，３３２ △１．７ ７，８２０ △１９．５ ９，５６５ △３．７ ５８６，７９７ △１１．９
４月 １３，０９２ △２．１ ４，０４３ ２０．５ ５，２１６ ３．２ ３，８３３ △２２．８ ２６３，３７４ △１０．１
５月 １２，３９６ △８．１ ３，６００ ２．４ ４，６９０ ４．６ ４，１０６ △２５．２ ２７９，４１９ △８．２
６月 １６，７９８ △１．２ ４，８８７ ８．２ ６，７５４ ２．８ ５，１５７ △１２．９ ３６４，９３０ △３．８
７月 １６，７１２ △７．２ ５，２７２ ５．１ ７，１８５ １．６ ４，２５５ △２８．１ ３５５，８９２ △９．１
８月 １１，１４８ △５．０ ３，５０６ １．６ ４，１２２ ２．５ ３，５２０ △１７．５ ２７１，３８６ △３．５
９月 １５，４５５ △８．２ ４，９３０ △６．９ ５，１０２ ５．２ ５，４２３ △１８．９ ３９９，７５８ △７．４

資料 �日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会

主要経済指標（３）

― ３０ ―北洋銀行 調査レポート ２０１５年１２月号
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年月

公共工事請負金額 有効求人倍率 新規求人数（常用） 完全失業率（常用）
北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
倍
原数値 人 前 年 同

月比（％） 人 前 年 同
月比（％）

％
原数値

２３年度 ７４９，５８３ △８．５ １１２，２４９ △０．５ ０．４６ ０．６２ ２２，７５１ １０．７ ６０２，７３６ １３．１ ５．２ ４．５
２４年度 ７７６，４３１ ３．６ １２３，８２０ １０．３ ０．５７ ０．７４ ２４，９４３ ９．６ ６６２，７２８ １０．０ ５．１ ４．３
２５年度 ９４７，７８０ ２２．１ １４５，７１１ １７．７ ０．７４ ０．８７ ２８，４６４ １４．１ ７１０，１４６ ７．２ ４．５ ３．９
２６年度 ８７５，３６５ △７．６ １４５，２２２ △０．３ ０．８６ １．００ ２９，９１３ ５．１ ７３８，８１１ ４．０ ３．９ ３．５

２６年７～９月 ２６５，９６８ △２４．４ ４１，５３２ △３．９ ０．８５ ０．９７ ３０，０７６ ３．６ ７３７，５９３ ３．９ ３．４ ３．６
１０～１２月 １０１，０４３ △１８．７ ３０，５４２ △６．０ ０．９１ １．０５ ２７，３１６ ３．６ ６９７，４８２ １．５ ４．４ ３．３

２７年１～３月 ８６，３５０ △２９．０ ２６，５８４ △９．３ ０．９１ １．１０ ３２，２７０ ５．５ ７９６，１９７ ３．６ ３．８ ３．５
４～６月 ３６２，４３９ △１４．１ ４５，２２０ △２．９ ０．８８ ０．９８ ３１，５９２ ５．３ ７３６，９８０ １．８ ３．４ ３．５
７～９月 ２１５，６６０ △１８．９ ３８，２２５ △８．０ ０．９８ １．０８ ３１，５７８ ５．０ ７６０，５２３ ３．１ ３．３ ３．４

２６年 ９月 ６７，６８４ △２３．１ １３，９８４ △８．２ ０．８８ １．００ ３０，７３４ ６．３ ７５５，０９０ ７．０ ３．４ ３．５
１０月 ５２，６３８ △２１．０ １３，１６１ △７．４ ０．９０ １．０２ ３２，２０３ １．６ ８００，５７４ １．８ ↑ ３．５
１１月 ２５，０６２ △２９．６ ８，４３７ △１０．４ ０．９１ １．０４ ２５，８８８ １．１ ６５７，６５６ △３．３ ４．４ ３．３
１２月 ２３，３４３ ５．８ ８，９４４ １．０ ０．９２ １．０９ ２３，８５７ ９．５ ６３４，２１６ ６．７ ↓ ３．２

２７年 １月 １２，０９１ １８．２ ６，７０８ △１３．７ ０．９０ １．１０ ３１，９６４ ５．７ ８３５，０７８ ３．４ ↑ ３．５
２月 １４，２４８ ８．３ ７，１２２ ２．３ ０．９１ １．１１ ３１，２７７ ４．６ ７７６，２３６ １．９ ３．８ ３．５
３月 ６０，０１１ △３８．９ １２，７５５ △１２．４ ０．９０ １．０８ ３３，５６９ ６．２ ７７７，２７６ ５．５ ↓ ３．５
４月 １４９，１７２ △７．７ １８，３６１ ４．４ ０．８５ ０．９８ ３３，７６２ ５．２ ７７３，１８８ １．３ ↑ ３．６
５月 １０４，９８１ △１６．１ １１，２９４ △１４．０ ０．８８ ０．９６ ２９，６９０ ２．７ ６８１，４０４ △３．３ ３．４ ３．４
６月 １０８，２８６ △１９．９ １５，５６４ △１．８ ０．９１ ０．９９ ３１，３２５ ８．１ ７５６，３４７ ７．５ ↓ ３．４
７月 ９５，４８６ △２２．６ １４，６３２ △１０．１ ０．９６ １．０４ ３３，８７７ ８．３ ７９８，２２９ ４．３ ↑ ３．４
８月 ６１，３２４ △１８．１ １１，１３２ △１．３ ０．９８ １．０８ ３０，２１７ ７．１ ７１９，６３９ ４．０ ３．３ ３．４
９月 ５８，８５０ △１３．１ １２，４６１ △１０．９ １．０１ １．１２ ３０，６４１ △０．３ ７６３，７０１ １．１ ↓ ３．４

資料 北海道建設業信用保証�ほか２社 厚生労働省
北海道労働局

厚生労働省
北海道労働局 総務省

■年度および四半期
の数値は月平均値。

■年度及び四半期の数値は、月平均値。■年度の数値は四
半期の平均値。

年月

消費者物価指数（生鮮食品除く総合） 企業倒産件数
（負債総額１，０００万円以上） 円相場

（東京市場）
日経
平均
株価北海道 全国 北海道 全国

２２年＝１００ 前 年 同
月比（％）２２年＝１００

前 年 同
月比（％） 件 前 年 同

月比（％） 件 前 年 同
月比（％） 円／ドル 円

月（期）末
２３年度 １００．３ ０．４ ９９．８ ０．０ ４６４ １．８ １２，７０７ △２．７ ７９．０５ １０，０８４
２４年度 １００．３ ０．０ ９９．６ △０．２ ４３２ △６．９ １１，７１９ △７．８ ８３．０８ １２，３９８
２５年度 １０１．５ １．２ １００．４ ０．８ ３３３ △２２．９ １０，５３６ △１０．１ １００．２３ １４，８２８
２６年度 １０４．５ ３．０ １０３．２ ２．８ ２９１ △１２．６ ９，５４３ △９．４ １０９．９２ １９，２０７

２６年７～９月 １０４．９ ３．５ １０３．５ ３．２ ７３ △３．９ ２，４３６ △８．６ １０３．９２ １６，１７４
１０～１２月 １０４．９ ２．８ １０３．４ ２．７ ５９ △１４．５ ２，２２２ △１３．６ １１４．５６ １７，４５１

２７年１～３月 １０３．５ １．７ １０２．７ ２．１ ８２ △１０．９ ２，２７２ △７．６ １１９．０７ １９，２０７
４～６月 １０４．２ △０．５ １０３．４ ０．１ ６１ △２０．８ ２，２９６ △１２．１ １２１．３５ ２０，２３６
７～９月 １０４．４ △０．５ １０３．４ △０．１ ７７ ５．５ ２，０９２ △１４．１ １２２．２３ １７，３８８

２６年 ９月 １０５．０ ３．１ １０３．５ ３．０ ２１ △４．５ ８２７ ０．８ １０７．０９ １６，１７４
１０月 １０５．０ ３．０ １０３．６ ２．９ ２２ △１５．４ ８００ △１６．５ １０８．０６ １６，４１４
１１月 １０４．８ ２．８ １０３．４ ２．７ １４ △４４．０ ７３６ △１４．６ １１６．２２ １７，４６０
１２月 １０４．８ ２．７ １０３．２ ２．５ ２３ ２７．８ ６８６ △８．５ １１９．４０ １７，４５１

２７年 １月 １０３．７ １．９ １０２．６ ２．２ ２３ △２８．１ ７２１ △１６．５ １１８．２４ １７，６７４
２月 １０３．１ １．５ １０２．５ ２．０ ２０ ０．０ ６９２ △１１．５ １１８．５７ １８，７９８
３月 １０３．７ １．６ １０３．０ ２．２ ３９ △２．５ ８５９ ５．５ １２０．３９ １９，２０７
４月 １０４．０ △０．３ １０３．３ ０．３ ２４ △２５．０ ７４８ △１８．１ １１９．５５ １９，５２０
５月 １０４．２ △０．６ １０３．４ ０．１ １６ △１５．８ ７２４ △１３．１ １２０．７４ ２０，５６３
６月 １０４．３ △０．６ １０３．４ ０．１ ２１ △１９．２ ８２４ △４．７ １２３．７５ ２０，２３６
７月 １０４．４ △０．４ １０３．４ ０．０ ２９ ２０．８ ７８７ △１０．７ １２３．２３ ２０，５８５
８月 １０４．４ △０．４ １０３．４ △０．１ ２６ △７．１ ６３２ △１３．０ １２３．２３ １８，８９０
９月 １０４．３ △０．６ １０３．４ △０．１ ２２ ４．８ ６７３ △１８．６ １２０．２２ １７，３８８

資料 総務省 �東京商工リサーチ 日本銀行 日本経済新聞社

■年度及び四半期の数値は、月平均値。 ■円相場は対米ドル、インター
バンク中心相場の月中平均値。

主要経済指標（４）

― ３１ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１５年１２月号
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年月

通関実績
輸出 輸入

北海道 全国 北海道 全国

百万円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％） 百万円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％）
２３年度 ３７４，４３１ ９．３ ６５２，８８５ △３．７ １，６３６，３２７ ３３．２ ６９７，１０６ １１．６
２４年度 ４０１，４６７ ７．２ ６３９，４００ △２．１ １，６９８，５３０ ３．８ ７２０，９７８ ３．４
２５年度 ４７１，８５１ １７．５ ７０８，５６５ １０．８ １，９１４，９７９ １２．７ ８４６，１２９ １７．４
２６年度 ４６８，４７９ △０．７ ７４６，７０３ ５．４ １，３４９，１７９ △２９．５ ８３８，１４６ △０．９

２６年７～９月 １１５，６８４ ２．５ １８２，７８８ ３．２ ３２３，３６２ △２７．１ ２１１，６０６ ２．４
１０～１２月 １２７，５６４ ４．８ １９７，６６６ ９．１ ３７４，５２３ △２６．４ ２２０，７２８ １．２

２７年１～３月 １１６，１４６ △８．１ １９０，１１７ ９．０ ３４８，９７２ △３３．９ ２０３，９１３ △９．３
４～６月 １１４，６７４ ５．１ １８７，９６２ ６．７ ２９７，１３０ △１．７ １９１，５０５ △５．１
７～９月 p１３５，８４４ １７．４ １８９，６２４ ３．７ p２９９，４０７ △７．４ p１９９，２０３ △５．９

２６年 ９月 ４３，１１７ ８．３ ６３，８２１ ６．９ １１４，０７５ △２１．３ ７３，４４１ ６．２
１０月 ４２，５４９ ５．６ ６６，８７３ ９．６ １１４，１５０ △３３．２ ７４，２９１ ３．１
１１月 ４０，３３０ ９．４ ６１，８７５ ４．９ １２５，４６３ △２３．４ ７０，８６３ △１．６
１２月 ４４，６８５ ０．２ ６８，９１８ １２．８ １３４，９０９ △２２．６ ７５，５７４ １．９

２７年 １月 ４３，７１５ ３１．８ ６１，４３４ １７．０ １２７，８５０ △３７．６ ７３，１７２ △９．１
２月 ３２，１２５ △２２．２ ５９，４１４ ２．５ １０５，６４０ △３１．８ ６３，６９９ △３．６
３月 ４０，３０６ △２２．４ ６９，２６８ ８．５ １１５，４８２ △３１．２ ６７，０４２ △１４．４
４月 ４２，９２１ △４．１ ６５，５０２ ８．０ １０２，２９９ △１２．２ ６６，０９５ △４．１
５月 ３４，１２２ ８．７ ５７，４０３ ２．４ １０１，４４７ １０．７ ５９，６０９ △８．６
６月 ３７，６３１ １４．２ ６５，０５７ ９．５ ９３，３８４ △０．８ ６５，８０１ △２．９
７月 ５３，５７５ ４２．５ ６６，６３７ ７．６ r １０７，７４１ ３．９ ６９，３４１ △３．１
８月 ４２，３５９ ２１．１ ５８，８１８ ３．１ r １００，２８２ △５．１ r ６４，５３３ △３．１
９月 p ３９，９１０ △７．４ ６４，１７０ ０．５ p ９１，３８４ △１９．９ p ６５，３２８ △１１．０

資料 財務省、函館税関

■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

預貸金（国内銀行）
預金 貸出

北海道 全国 北海道 全国

億円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％） 億円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％）
２３年度 １４１，９５７ ２．９ ６，１０１，２２５ ２．２ ９３，８９２ １．０ ４，１７４，２９８ ０．９
２４年度 １４３，９７１ １．４ ６，２９９，５０７ ３．２ ９３，４４７ △０．５ ４，２６７，３３８ ２．２
２５年度 １４５，７５３ １．２ ６，５０８，８６９ ３．３ ９５，００５ １．７ ４，３７３，６１９ ２．５
２６年度 １４９，３７７ ２．５ ６，７３７，４７８ ３．５ ９４，８２７ △０．２ ４，５１９，４７６ ３．３

２６年７～９月 １４４，１０３ １．０ ６，５１０，０３５ ２．６ ９３，１０１ △０．１ ４，４０７，６０３ ２．７
１０～１２月 １４７，７６０ ２．４ ６，５８３，２６４ ３．１ ９４，９４８ １．９ ４，４７０，４０９ ３．２

２７年１～３月 １４９，３７７ ２．５ ６，７３７，４７８ ３．５ ９４，８２７ △０．２ ４，５１９，４７６ ３．３
４～６月 １４９，８７６ ２．７ ６，７６０，８９３ ３．９ ９４，０１９ １．６ ４，５０１，４５２ ３．４
７～９月 １４７，６７７ ２．５ ６，７４１，０５６ ３．５ ９４，６８８ １．７ ４，５５８，７４２ ３．４

２６年 ９月 １４４，１０３ １．０ ６，５１０，０３５ ２．６ ９３，１０１ △０．１ ４，４０７，６０３ ２．７
１０月 １４３，５８１ １．２ ６，４４５，９８５ ２．６ ９３，４４５ ０．９ ４，３７８，９５６ ２．９
１１月 １４６，０２３ ２．０ ６，５４４，３２２ ３．５ ９３，９２０ １．８ ４，４１５，８８５ ３．１
１２月 １４７，７６０ ２．４ ６，５８３，２６４ ３．１ ９４，９４８ １．９ ４，４７０，４０９ ３．２

２７年 １月 １４５，６７２ ２．６ ６，５５３，７６３ ３．１ ９４，４２８ ２．０ ４，４４４，９５６ ３．１
２月 １４６，５４３ ３．０ ６，５８９，８７３ ３．６ ９４，５５８ ２．１ ４，４６０，２６７ ３．４
３月 １４９，３７７ ２．５ ６，７３７，４７８ ３．５ ９４，８２７ △０．２ ４，５１９，４７６ ３．３
４月 １４７，５３４ ２．０ ６，７１６，２１４ ３．５ ９３，７７６ ０．７ ４，４７２，０７４ ３．３
５月 １４８，６５９ ２．５ ６，７５９，４０６ ４．４ ９３，８６５ ０．９ ４，４８２，１０６ ３．４
６月 １４９，８７６ ２．７ ６，７６０，８９３ ３．９ ９４，０１９ １．６ ４，５０１，４５２ ３．４
７月 １４７，６５０ ２．２ ６，７１０，４２９ ４．５ ９４，４２７ １．９ ４，５０８，４５２ ３．８
８月 １４８，２４９ １．９ ６，７０６，８７５ ４．１ ９４，５２４ １．６ ４，５１３，２６２ ３．７
９月 １４７，６７７ ２．５ ６，７４１，０５６ ３．５ ９４，６８８ １．７ ４，５５８，７４２ ３．４

資料 日本銀行

主要経済指標（５）

― ３２ ―北洋銀行 調査レポート ２０１５年１２月号
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●道内経済の動き 
●雇用と賃金の現状について 
●経営者が知っておくべき株式と株券について 
●インフォメーションバザールで地方創生を後押し！ 
●第6回ものづくり日本大賞受賞者のご紹介 
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